
【概要】 

〇令和2年5月29日の補正申請（令02原機（再）020）においては，高放射性廃液貯

蔵場（HAW）（以下，「HAW」という。）の建家外壁について強度評価を実施し，建

家に接続するトレンチ等，浸水防止扉については，浸水の可能性のある経路の

確認として，構造，耐震性等について示した。このなかで，これら設備の構造強度

については，令和2年7月末までに確認する計画としており，今回これらの強度評

価の結果を示す。 

〇高放射性廃液貯蔵場（HAW）（以下，「HAW」という。）の浸水防止扉について，廃

止措置計画用設計津波（以下，「設計津波」という。）に対し，余震，建家設計用

漂流物の衝突による荷重の組み合わせを考慮した津波荷重に対し構造強度を

維持していることを示す。 

〇HAW に接続するトレンチ（連絡管路，Ｔ15，T21）が浸水した場合を想定しても建

家内が浸水しないよう，トレンチ内壁とスラブの構造強度を維持していることを強

度評価により示す。 

【資料２－４】 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）の廃止措置計画用設計津波に

対する津波影響評価に関する説明書 

令和２年７月１６日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 
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Ⅲ-2 設計津波に対する浸水防止設備（浸水防止扉）の強度評価 

 

1. 概要 

本資料は，別添 6-1-3-2「Ⅰ高放射性廃液貯蔵場(HAW)の津波防護に関する施設の設計方

針」に基づき，津波荷重及び余震を考慮した荷重に対して，高放射性貯蔵場(HAW) 建家 1

階に設置している浸水防止扉（以下「建家 1階浸水防止扉」という。）が，構造強度を保

持することを示す。 

設計津波が到達する建家 1 階に設置している浸水防止扉 HAW-1，浸水防止扉 HAW-2 及び

浸水防止扉 HAW-3 について評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

浸水防止扉の設置位置図を図 2.1-1 に示す。 

 

図 2.1-1 浸水防止扉の設置位置図（HAW 建家 1 階平面） 
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2.2 構造概要 

浸水防止扉は，片開型及び横引型で一部固定の鋼製扉とし扉板の背面に芯材

（主桁及び縦桁）を配した構造である。また，閉止状態においてゴムにより水密

性を確保している。扉枠は，アンカーボルトにより建家壁面に固定する構造で

ある。 
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2.3 評価方針 

浸水防止扉の強度評価は，別添 6-1-3-2「Ⅰ 高放射性廃液貯蔵場(HAW)の津波

防護に関する施設の設計方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに

許容限界を踏まえて，浸水防止扉の評価部位に作用する応力等が許容限界内に

収まることを各設備の「構造強度評価方法」に示す方法により，「計算条件」に

示す計算条件を用いて評価し，応力評価により確認する。 

浸水防止扉の強度評価フローを図 2.3-1 に示す。 

浸水防止扉の構造強度評価においては，その構造を踏まえ，津波及び余震に

伴う荷重（静水圧荷重及び波圧）の作用方向及び伝達経路を考慮し，評価部位を

設定する。 

構造強度評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析により，扉板及

び芯材の発生荷重を算定し，許容限界との比較を行う。 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，以下のとおりとする。 

 

荷重 

① 遡上津波荷重（P୦୬） 

遡上津波荷重については，高放射性廃液貯蔵場（HAW）の地表面から波力算

定用津波高さ h までの高さを考慮して算定する。算定にあたっては，静水圧

及び動水圧の影響として水深係数α＝3.0 を考慮する。 

 

② 余震荷重（Kୗ） 

余震による荷重として，別添 6-1-3-2「Ⅱ 余震による地震応答解析」の応

答値による慣性力を考慮する。 

 

③ 漂流物衝突荷重（Dୖ） 

津波漂流物防護柵をすり抜ける可能性がある漂流物として，防砂林

（0.55 t の流木）を想定する。流木は，津波漂流物防護柵への衝突等によ

りエネルギーを失った後に，高放射性廃液貯蔵場(HAW)の建家外壁等に到達

する想定としており，流木等が河川の橋脚に衝突する状況を想定した衝突力

を評価する「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編，Ⅴ耐震設計編」（以下「道

路橋示方書」という。）の算定式に基づく荷重を考慮する。 

 

④ 風荷重 

風荷重については，建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）の規定

に基づき組合せを考慮しない。 
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⑤ 積雪荷重 

積雪荷重については，浸水防止扉の設置状況から考慮しない。 

 

(2) 荷重の組合せ 

強度計算に用いる荷重の組合せは，施設の配置，構造計画に基づく形状及び

評価部位を踏まえて，「(1) 荷重の種類」で示した荷重①～③を津波の形態に応

じた津波荷重と適切に組み合わせる。 

津波荷重については「(1) 荷重の種類で示す通り，遡上津波荷重と浸水津波

荷重がある。高放射性廃液貯蔵場(HAW)建家に対しては，以下の 3 ケースについ

て耐津波強度評価を実施し，ケース 2の検定比が最も厳しいことを確認した。 

ケース 1：津波浸水荷重+余震荷重 

ケース 2：遡上津波荷重+余震荷重 

ケース 3：遡上津波荷重+漂流物衝突荷重 

以上より，浸水防止扉の耐津波強度評価においては，荷重条件の最も厳しい

ケース 2 に漂流物衝突荷重を付加した保守的な条件で実施する。 

 

構造強度評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析により，扉板及

び芯材の発生荷重を算定し，許容限界との比較を行う。 

 

 

<428>



<429>



 
 

6-1-3-2-128 

 

2.4 適用基準 

適用する基準等を以下に示す。 

(1) 建築基準法・同施行令 

(2) 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

(3) 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2010 改

定） 

(4) 日本工業規格 JIS G 4304（2012）熱間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯 
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2.5 記号の説明 

建家 1階に設置する浸水防止扉の強度評価に用いる記号を表 2.5-1 に示す。 

 

表 2.5-1 強度評価に用いる記号（1/4） 

記号 定義 単位 

A୵୬ 主桁のせん断断面積 HAW-1,3 浸水防止扉 mmଷ 

A୵ଵ୬ 主桁のせん断断面積 HAW-2 浸水防止扉（上段） mmଷ 

A୵ଶ୬ 主桁のせん断断面積 HAW-2 浸水防止扉（下段） mmଷ 

A′୵୬ 縦桁のせん断断面積 HAW-1,3 浸水防止扉 mmଷ 

A′୵ଵ୬ 縦桁のせん断断面積 HAW-2 浸水防止扉（上段） mmଷ 

A′୵ଶ୬ 縦桁のせん断断面積 HAW-2 浸水防止扉（下段） mmଷ 

a୬ 主桁ピッチ (n=1～3) HAW-1,3 浸水防止扉 m 

aଵ୬ 主桁ピッチ (n=1) HAW-2 浸水防止扉（上段） m 

aଶ୬ 主桁ピッチ (n=1～3) HAW-2 浸水防止扉（下段） m 

B 受圧幅 m 

b 扉全体の受圧幅 m 

b୫ 縦桁ピッチ (m=1,2)  m 

Dୖ 漂流物衝突荷重 kN 

Dୖ′ 単位面積あたりの漂流物衝突荷重 HAW-1,3 浸水防止扉 kN/mmଶ 

Dୖଵ′ 単位面積あたりの漂流物衝突荷重 HAW-2 浸水防止扉（上段） kN/mmଶ 

Dୖଶ′ 単位面積あたりの漂流物衝突荷重 HAW-2 浸水防止扉（下段） kN/mmଶ 

g 重力加速度 m/sଶ 

G 扉体自重 HAW-1,3 浸水防止扉 t 

Gଵ 扉体自重 HAW-2 浸水防止扉（上段） t 

Gଶ 扉体自重 HAW-2 浸水防止扉（下段） t 

Hଡ଼୬ 当該部分の浸水深(n=1～4) HAW-1,3 浸水防止扉 m 

Hଡ଼ଵ୬ 当該部分の浸水深(n=1,2) HAW-2 浸水防止扉（上段） m 

Hଡ଼ଶ୬ 当該部分の浸水深(n=1～4) HAW-2 浸水防止扉（下段） m 

H 受圧高 HAW-1,3 浸水防止扉 m 

Hଵ 受圧高 HAW-2 浸水防止扉（上段） m 

Hଶ 受圧高 HAW-2 浸水防止扉（下段） m 
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表 2.5-1 強度評価に用いる記号（2/4） 

記号 定義 単位 

Kୌ 水平震度 െ 

Kୗ 単位面積あたりの余震による地震荷重 HAW-1,3 浸水防止扉 kN/mଶ 

Kୗଵ 単位面積あたりの余震による地震荷重 HAW-2 浸水防止扉（上段） kN/mଶ 

Kୗଶ 単位面積あたりの余震による地震荷重 HAW-2 浸水防止扉（下段） kN/mଶ 

L 主桁の長さ m 

M୬ 桁に生じる曲げモーメント(n=1～4) HAW-1,3 浸水防止扉 kN･m 

Mଵ୬ 桁に生じる曲げモーメント(n=1,2) HAW-2 浸水防止扉（上段） kN･m 

Mଶ୬ 桁に生じる曲げモーメント(n=1～4) HAW-2 浸水防止扉（下段） kN･m 

Q୬ 桁に生じるせん断力(n=1～4) HAW-1,3 浸水防止扉 kN･m 

Qଵ୬ 桁に生じるせん断力(n=1,2) HAW-2 浸水防止扉（上段） kN･m 

Qଶ୬ 桁に生じるせん断力(n=1～4) HAW-2 浸水防止扉（下段） kN･m 

Pୟ୬ 
該当部位の縦桁に作用する単位長さあたりの直線形分布荷重 

HAW-1,3 浸水防止扉 
kN/m  

Pୟଵ୬ 
該当部位の縦桁に作用する単位長さあたりの直線形分布荷重 

(n=1,2)HAW-2 浸水防止扉（上段） 
kN/m  

Pୟଶ୬ 
該当部位の縦桁に作用する単位長さあたりの直線形分布荷重 

(n=1,2)HAW-2 浸水防止扉（下段） 
kN/m  

Pୠ୬ 

 

該当部位の縦桁に作用する単位長さあたりの等分布荷重 

(n=1,2) HAW-1,3 浸水防止扉 
kN/m  

Pୠଵ୬ 

 

該当部位の縦桁に作用する単位長さあたりの等分布荷重 

(n=1,2) HAW-2 浸水防止扉（上段） 
kN/m  

Pୠଶ୬ 

 

該当部位の縦桁に作用する単位長さあたりの等分布荷重 

(n=1,2) HAW-2 浸水防止扉（下段） 
kN/m  

P୬ 
該当部位の扉板及び主桁に作用する単位面積あたりの荷重 

(n=1～4) HAW-1,3 浸水防止扉 
kN/mଶ 

Pଵ୬ 
該当部位の扉板及び主桁に作用する単位面積あたりの荷重 

(n=1,2) HAW-2 浸水防止扉（上段） 
kN/mଶ 

Pଶ୬ 
該当部位の扉板及び主桁に作用する単位面積あたりの荷重 

(n=1～4) HAW-2 浸水防止扉（下段） 
kN/mଶ 

P’୬ 
該当部位の縦桁に作用する単位長さあたりの荷重 

(n=1～4) HAW-1,3 浸水防止扉 
kN/m  
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表 2.5-1 強度評価に用いる記号（3/4） 

記号 定義 単位 

P’ଵ୬ 
該当部位の縦桁に作用する単位長さあたりの荷重 

(n=1,2) HAW-2 浸水防止扉（上段） 
kN/m  

P’ଶ୬ 
該当部位の縦桁に作用する単位長さあたりの荷重 

(n=1～4) HAW-2 浸水防止扉（下段） 
kN/m  

P୦୬ 
該当部位の扉板及び主桁に作用する単位面積あたりの静水圧

荷重(n=1～4) HAW-1,3 浸水防止扉 
kN/mଶ 

P୦ଵ୬ 
該当部位の扉板及び主桁に作用する単位面積あたりの静水圧

荷重(n=1,2) HAW-2 浸水防止扉（上段） 
kN/mଶ 

P୦ଶ୬ 
該当部位の扉板及び主桁に作用する単位面積あたりの静水圧

荷重(n=1～4) HAW-2 浸水防止扉（下段） 
kN/mଶ 

f 1 次固有振動数 Hz 

E 縦弾性係数 N/mmଶ 

I 断面 2次モーメント mସ 

m 質量分布 kg/m  

Τ 固有周期 sec 

λ 定数 െ 

Z୵୬ 主桁の断面係数 HAW-1,3 浸水防止扉 mmଷ 

Z୵ଵ୬ 主桁の断面係数 HAW-2 浸水防止扉（上段） mmଷ 

Z୵ଶ୬ 主桁の断面係数 HAW-2 浸水防止扉（下段） mmଷ 

𝑍′୵୬ 縦桁の断面係数 HAW-1,3 浸水防止扉 mmଷ 

Z′୵ଵ୬ 縦桁の断面係数 HAW-2 浸水防止扉（上段） mmଷ 

Z′୵ଶ୬ 縦桁の断面係数 HAW-2 浸水防止扉（下段） mmଷ 
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表 2.5-1 強度評価に用いる記号（4/4） 

記号 定義 単位 

t 扉体の板厚 mm 

W୬ 
該当部位の主桁が受ける単位長さあたりの荷重 

(n=1～4) HAW-1,3 浸水防止扉 
kN/m  

Wଵ୬ 
該当部位の主桁が受ける単位長さあたりの荷重 

(n=1,2) HAW-2 浸水防止扉（上段） 
kN/m  

Wଶ୬ 
該当部位の主桁が受ける単位長さあたりの荷重 

(n=1～4) HAW-2 浸水防止扉（下段） 
kN/m  

Zଡ଼୬ 桁の断面係数 HAW-1,3 浸水防止扉 mmଷ 

Zଡ଼ଵ୬ 桁の断面係数 HAW-2 浸水防止扉（上段） mmଷ 

Zଡ଼ଶ୬ 桁の断面係数 HAW-2 浸水防止扉（下段） mmଷ 

β，β୬ 扉板に発生する応力の応力係数 െ 

C୬ 扉板の短辺側の長さ mm 

γ モーメント係数 െ 

ρ 水の密度 t/mଷ 

σ୬ 桁に生じる曲げ応力 (n=1～4) （HAW-1,3 浸水防止扉） N/mmଶ 

σଵ୧ 
桁に生じる曲げ応力（主桁:n，縦桁：m） 

（HAW-2 浸水防止扉 上段） 
N/mmଶ 

σଶ୧ 
桁に生じる曲げ応力（主桁:n，縦桁：m） 

（HAW-2 浸水防止扉 下段） 
N/mmଶ 

σ୮ୟ ୬୫ 津波と余震荷重により扉板に生じる応力（区画 n,m） N/mmଶ 

σ୮ୟ 津波と余震荷重により扉板に生じる応力 N/mmଶ 

σ୮ୠ 漂流物衝突荷重により扉板に生じる応力 N/mmଶ 

σ୮ 扉板に生じる応力 N/mmଶ 

σୡ 組合せ応力 （HAW-1,3 浸水防止扉） N/mmଶ 

σୡଵ 組合せ応力 （HAW-2 浸水防止扉 上段） N/mmଶ 

σୡଶ 組合せ応力 （HAW-2 浸水防止扉 下段） N/mmଶ 

τ୬ 桁に生じるせん断応力 (n=1～4)（HAW-1,3 浸水防止扉） N/mmଶ 

τଵ୧ 
桁に生じるせん断応力（主桁:n，縦桁：m） 

（HAW-2 浸水防止扉 上段） 
N/mmଶ 

τଶ୧ 
桁に生じるせん断応力（主桁:n，縦桁：m） 

（HAW-2 浸水防止扉 下段） 
N/mmଶ 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の計算方法 

浸水防止扉の構造に応じて解析モデルを設定し，固有周期を計算する。 

3.1.1 解析モデルの設定 

浸水防止扉は，扉板及び芯材の組合せにより剛な断面を有しているととも

に，ヒンジ及び締付装置により扉を扉枠に支持させる構造であることから，両

端支持はりに単純化したモデルとし，最大スパン部のはり（芯材）に，当該は

りが受ける扉本体（扉板，芯材）の自重及び付属品（締結装置等）の自重を加

えるものとする。はり長さは扉幅とする。浸水防止扉の固有周期解析モデル図

を図 3.1－1 に示す。 

 

 

図 3.1－1 浸水防止扉の固有周期解析モデル 

  

扉板 ｔ

主桁１

主桁２

主桁３

主桁４

b1 b2 b1

a 1
a 2 Hg

a 3

b

L

ｍ＝Ｇ／Ｌ
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3.1.2 固有周期の計算方法 

1 次固有振動数ｆを「日本機械学会 機械工学便覧」に基づき以下の式より

計算する。 

 

(1) 両端支持はりモデルの周波数 

f ൌ
𝜆ଶ

2𝜋𝐿ଶ
ඨ

𝐸𝐼
𝑚
 

    

(2) 固有周期 

T ൌ
1
𝑓
 

 

3.2 固有周期の計算条件 

浸水防止扉の固有周期の計算条件を表 3.2－1 に示す。 

 

表 3.2－1 浸水防止扉の固有周期の計算条件及び結果（両端支持はりモデル） 

浸水防止扉名称 

はり長さ 

L 

（m） 

縦弾性係数※ 

E 

(N/mmଶ) 

断面 2次 

モーメントI 

（mସ） 

質量分布 

 m 

（kg/m） 

HAW-1 浸水防止扉 
1.212 1.93×1011 0.0004963 495.05 

HAW-2 浸水防止扉 

上段固定扉 
3.250 1.93×1011 0.0004375 400.00 

HAW-2 浸水防止扉 

下段横引扉 
3.250 1.93×1011 0.0010982 1046.15 

HAW-3 浸水防止扉 
1.232 1.93×1011 0.00004963 487.01 

※ JIS B8265 
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3.3 固有周期の計算結果 

浸水防止扉の固有周期の計算結果を表 3.3－1 に示す。各浸水防止扉の固有周

期が 0.05 秒以下であり，剛構造であることを確認した。 

 

表 3.3－1 浸水防止扉の固有周期の計算条件及び結果 

 

浸水防止扉名称 
固有周期

(s) 

固有振動数

f  ሺHzሻ  

HAW-1 浸水防止扉 
0.007 148 

HAW-2 浸水防止扉 

上段固定扉 
0.014 68 

HAW-2 浸水防止扉 

下段横引扉 
0.014 66 

HAW-3 浸水防止扉 
0.007 145 
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4.HAW-1 浸水防止扉 

4.1 評価部位 

基礎・支持構造として扉開放時においては，ヒンジにより扉が扉枠に固定され，

扉閉止時においては，締付装置により扉が扉枠に固定される構造とする。また，

扉枠を建家の開口部周辺に，アンカーボルトにより固定する構造とする。 

主体構造として片開型の鋼製扉とし，鋼製の扉板に芯材を取付け，扉に設

置された締付装置を鋼製の扉枠に，差し込み，扉と扉枠を一体化させる構造とす

る。また，扉と扉の接続はヒンジを介する構造とする。 

HAW-1 浸水防止扉に生じる外部からの津波，余震及び漂流物に伴う荷重は，扉

板から芯材，芯材から扉枠を介し，躯体に伝達されることから，評価部位は，扉

板及び芯材とする。 

HAW-1 浸水防止扉の構造図を図 4.1-1 に示す。 
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4.2 構造強度評価方法 

HAW-1 浸水防止扉の強度評価は，「4.1 評価部位」に示す評価部位に対し，

「4.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「4.4 許容限界」に示す荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界を踏まえ，「4.6 計算方法」に示す方法を用いて評価を行

う。 

 

4.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，以下のとおりとする。 

 

(1) 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

a. 津波による遡上津波荷重（Phn） 

津波に伴う荷重として，遡上津波荷重を考慮する。 

 

Phn＝ρ・g・Hଡ଼୬ 

 

b. 漂流物衝突荷重（Dୖ′） 

津波に伴う荷重として，漂流物衝突荷重を考慮する。 

 

Dୖ′＝
Dୖ

b・H

 

 

c. 余震荷重（Kୗ） 

余震荷重は，弾性設計用地震動Sௗに伴う地震力（動水圧を含まない。）と

する。 

余震時の扉体自重による慣性力を考慮する。地震荷重Kୗは，浸水防止扉

の固定荷重Gに水平震度Kୌを乗じた次式により算出する。 

 

Kୗ＝
Kୌ・G・g

b・H
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d. 縦桁に作用する荷重（P’n） 

縦桁に作用する荷重は，上記 a～cの荷重の合計に，縦桁が受け持つ荷重

の受圧幅 B を乗じた次式により算出する。 

P’n ൌ B・P୬ 

   

津波の浸水高さは，T.P.+12.1 m（浸水深 6.1 m）に水深係数α=3.0 を考

慮して 18.3m として評価を行う。 

 

津波に伴う荷重の算定に用いる，水圧作用高さ及び水の密度を表4.3-1に

示す。 

 

表 4.3-1 水圧作用高さ及び水の密度 

扉名称 
水圧作用高さ 

EL.（m） 

水の密度 

（t/mଷ） 

HAW-1 浸水防止扉 18.3 1.03 

 

 

(2) 荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の組合せは，津波時の最大荷重を用いる。強度評価

に用いる荷重の組合せを表 4.3-2 に示す。 

 

表 4.3-2 強度評価に用いる荷重の組合せ 

扉名称 事 象 荷重の組合せ＊ 

HAW-1 浸水防止扉 津波時 P୬＝P୦୬＋Kୗ＋Dୖ′ 

注記＊：P୦୬は津波に伴う荷重，Kୗは余震荷重，Dୖ′は漂流物衝突荷重を示

す。 
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4.4 許容限界 

HAW-1 浸水防止扉の許容限界は，「4.1 評価対象部位」にて設定した評価部位

の機機能損傷モードを考慮して設定する。 

(1) 使用材料 

HAW-1 浸水防止扉を構成する扉板，芯材の使用材料を表 4.4-1 に示す。 

 

表 4.4-1 扉板，芯材の使用材料 

部 位 材 質 仕 様[mm] 

扉 板 SUS304 2174 x 1212 x t12 

芯 材 

主 桁（上段及び下段） SUS304 C150x75x9x9 

主桁（中間） SUS304 H150x150x9x10 

縦桁 SUS304 T150x80x8x8 
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(2) 許容限界 

a. 扉板，芯材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）

日本建築学会，2005 改定）」を踏まえて表 4.4-2 の値とする。 

 

表 4.4-2 扉板，芯材の許容限界 

材 料 
短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ せん断 

SUS304＊1 205 118 

注 ＊1：許容応力度を決定する場合の基準値Ｆの値は，「JIS G 4304:2012 熱間

圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」に基づく。 

 

 

  

<443>



 
 

6-1-3-2-142 

 

4.5 設計用地震力 

「3. 固有周期」に示したとおり HAW-1 浸水防止扉の固有周期が 0.05 秒以下

であることを確認したため，HAW-1 浸水防止扉の強度計算で用いる設計震度は，

別添 6-1-3-2 「余震による地震応答解析」で得られた水平震度：0.5 を 1.2 倍

した 0.6 を用いる。 

 

 

4.6 計算方法 

HAW-1 浸水防止扉の強度評価における計算方法を以下に示す。 

 

(1) 応力算定 

a. 扉板 

扉板に生じる応力は，津波及び余震に伴う荷重を考慮し，等変分布荷重及

び等分布荷重を受ける周辺固定支持の矩形板として，「土木学会 構造力学

公式集」に基づき，次式により算定する。 

 

 

σ୮ୟ ୬୫ ൌ
βଵ ∙ 1000P୬ ∙ Cଵ

ଶ

tଶ 
βଶ ∙ 1000൫𝑃ାଵ－𝑃൯ ∙ Cଶ

ଶ

tଶ  

 

Cଵ ൌ Cଶ ൌ MIN൫a୬，b୫൯   

 

         𝜎 ൌ 𝑀𝐴𝑋൫𝜎𝜏 ൯ 

 

     ሺ𝑛 ൌ 1~3, 𝑚 ൌ 1,2ሻ 

 

σ୮ୠ ൌ
ஒ∙ଵ∙ୈ

୲మ    β ＝ 6γ 

 

σ୮＝σ୮ୟ＋σ୮ୠ 

 

扉板に生じる応力の例を図 4.6-1 に示す。 
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図 4.6-1 扉板に生じる応力評価部位 

  

縦桁１
主桁１

扉板１１ 扉板１２ 扉板１１

主桁２

扉板２１ 扉板２２ 扉板２１

主桁３

扉板３１ 扉板３２ 扉板３１

主桁４

b1 b2 b1

a 1
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b. 芯材 

芯材に生じる荷重は，津波及び余震に伴う荷重を考慮し，荷重を負担する

芯材の取付方向（鉛直又は水平）に応じて「日本機械学会 機械工学便覧 

基礎編 Ａ４ 材料力学」の「はり」の公式に基づき，それぞれ算定する。 

水平方向に取付く主桁については，扉に生じる荷重を算定し，次式により

算定する。 

鉛直方向に取付く縦桁については，各桁（中間縦桁及び端縦桁）に分担す

ることとし，等分布荷重を受ける両端支持の単純梁として，次式により算定

する。芯材に生じる荷重の例を図 4.6-2 に示す。 

 

(a) 主桁 

 

wଵ ൌ
ሺ2Pଵ  Pଶሻ ∙ aଵ

6
 

wଶ ൌ
ሺ2Pଶ  Pଵሻ ∙ aଵ

6


ሺ2Pଶ  Pଷሻ ∙ aଶ

6
 

wଷ ൌ
ሺ2Pଷ  Pଶሻ ∙ aଶ

6


ሺ2Pଷ  Pସሻ ∙ aଷ

6
 

wସ ൌ
ሺ2Pସ  Pଷሻ ∙ aଷ

6
 

M ൌ
∙మ

଼
    Q ൌ

∙

ଶ
 

σ ൌ
ଵൈଵల

౮
  τ ൌ

ଵ୕

౭
 

σୡ୬ ൌ ඥ𝜎
ଶ  3𝜏

ଶ 

 

 

σ ൌ 𝑀𝐴𝑋ሺ𝜎ሻ ሺ𝑛 ൌ 1~4ሻ 
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(b) 縦桁  

 

M ൌ a୬
 ଶ ∙ ൬

Pୟ୬

9√3


Pୠ୬

8
൰ 

Q ൌ a୬ ∙ ൬
Pୟ୬

3


Pୠ୬

2
൰ 

 

   Pୟ୬ ＝ P’୬ାଵ－P’୬ ，  Pୠ୬ ＝ P’୬ 

 

𝜎 ൌ
1 ൈ 10 ∙ 𝑀

𝑍′ଵ
 

𝜏 ൌ
1000𝑄

𝐴′௪ଵ
 

𝜎 ൌ ඥ𝜎
ଶ  3𝜏

ଶ 

 

    𝜎 ൌ 𝑀𝐴𝑋ሺ𝜎ሻ ൫𝑛 ൌ 1～3൯
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4.7 計算条件 

「4.6 計算方法」に用いる評価条件を表 4.7-1 に示す。 

 

表 4.7-1 HAW-1 浸水防止扉の強度評価に用いる条件(1/3) 

対象 

部位 
記 号 単 位 定 義 数 値 

扉板 

P୦ଵ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

津波荷重(最上段部) 
158.4 

P୦ଶ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

津波荷重(中段上部) 
165.7 

P୦ଷ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

津波荷重(中段下部) 
172.9 

P୦ସ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

津波荷重(最下段部) 
180.3 

Kୗ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

余震荷重 
1.34 

Dୖ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

漂流物衝突荷重 
1.063 

Pଵ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

作用荷重(最上段部) 
160.8 

Pଶ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

作用荷重(中段上部) 
168.1 

Pଷ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

作用荷重(中段下部) 
175.3 

Pସ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

作用荷重(最下段部) 
182.7 
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表 4.7-1 HAW-1 浸水防止扉の強度評価に用いる条件(2/3) 

対象 

部位 
記 号 単 位 定 義 数 値 

芯
材
（
主
桁
） 

Hg m 受圧高 2.174 

Pଵ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重 

（最上段部） 
160.8 

Pଶ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重 

（中段上部） 
168.1 

Pଷ  kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重 

（中段下部） 
175.3 

Pସ  kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重 

（最下段部） 
182.7 

aଵ m 主桁ピッチ 0.730 

aଶ m 主桁ピッチ 0.710 

aଷ m 主桁ピッチ 0.734 

Z୶ଵ mmଷ 断面係数（最上段部） 112600 

Z୶ଶ mmଷ 断面係数（中段上部） 218300 

Z୶ଷ mmଷ 断面係数（中段下部） 218300 

Z୶ସ mmଷ 断面係数（最下段部） 112600 

A୵ଵ mmଷ せん断断面積（最上段部） 1188 

A୵ଶ mmଷ せん断断面積（中段上部） 1170 

A୵ଷ mmଷ せん断断面積（中段下部） 1170 

A୵ସ mmଷ せん断断面積（最下段部） 1188 
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表 4.7-1 HAW-1 浸水防止扉の強度評価に用いる条件(3/3) 

対象 

部位 
記 号 単 位 定 義 数 値 

芯
材
（
縦
桁
） 

Hg m 受圧高 2.174 

B m 受圧幅 1.212 

P’ଵ kN/m 
単位長さ当たりの作用荷重 

（最上段部） 
64.56 

P’ଶ kN/m 
単位長さ当たりの作用荷重 

（中段上部） 
67.49 

P’ଷ kN/m 
単位長さ当たりの作用荷重 

（中段下部） 
70.38 

P’ସ kN/m 
単位長さ当たりの作用荷重 

（最下段部） 
73.35 

bଵ m 縦桁ピッチ 0.409 

bଶ m 縦桁ピッチ 0.394 

Z′୶ଵ mmଷ 断面係数 43010 

A′୵ଵ mmଷ せん断断面積 1136 
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4.8 評価結果 

HAW-1 浸水防止扉の強度評価結果を表 4.8-1 に示す。HAW-1 浸水防止扉の各部材

の断面検定を行った結果，発生応力度又は荷重は許容限界値以下であることから，

HAW-1 浸水防止扉が構造健全性を有することを確認した。 

 

表 4.8-1 強度評価結果 

名 称 評価部位 
発生応力

(N/mm2) 

許容応力

(N/mm2) 

発生応力/ 

許容応力 

HAW-1 

浸水防止扉 

扉 板 124 205 0.61 

主桁 109 205 0.54 

縦桁 120 205 0.59 
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5.HAW-2 浸水防止扉 

5.1 評価部位 

基礎・支持構造として扉開放時においては，ガイドにより扉が建家に支持され，

扉閉止時においては，締付装置により扉が扉枠に固定される構造とする。また，

扉枠を建家の開口部周辺に，アンカーボルトにより固定する構造とする。 

主体構造として横引型の鋼製扉とし，鋼製の扉板に芯材を取付け，扉に設置さ

れた締付装置を鋼製の扉枠に，差し込み，扉と扉枠を一体化させる構造とする。 

HAW-2 浸水防止扉に生じる外部からの津波，余震及び漂流物に伴う荷重は，扉

板から芯材，芯材から扉枠を介し，躯体に伝達されることから，評価部位は，扉

板及び芯材とする。 

HAW-2 浸水防止扉の構造図を図 5.1-1 に示す。 
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図5.1－1 HAW-2浸水防止扉の構造
図
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5.2 構造強度評価方法 

 HAW-2 浸水防止扉の強度評価は，「5.1 評価部位」に示す評価部位に対し，

「5.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「5.4 許容限界」に示す荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界を踏まえ，「5.6 計算方法」に示す方法を用いて評価を行

う。 

 

5.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，以下のとおりとする。 

 

(1) 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

a. 津波による遡上津波荷重（P୦୬） 

津波に伴う荷重として，遡上津波荷重を考慮する。 

 

P୦୬＝ρ・g・Hଡ଼୬ 

 

b. 漂流物衝突荷重（Dୖ′） 

津波に伴う荷重として，漂流物衝突荷重を考慮する。 

 

Dୖ′＝
Dୖ

b・H

 

 

c. 余震荷重（Kୗ） 

余震荷重は弾性設計用地震動Sௗに伴う地震力とする。 

余震時の扉体自重による慣性力を考慮する。地震荷重Kୗは，浸水防止扉

の固定荷重Gに水平震度Kுを乗じた次式により算出する。 

 

Kୗ＝
Kୌ・G・g

b・H
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d. 縦桁に作用する荷重（P’n） 

縦桁に作用する荷重は，上記 a～cの荷重の合計に，縦桁が受け持つ荷

重の受圧幅 B を乗じた次式により算出する。 

 

  P’୬ ൌ B・P୬ 

 

津波の浸水高さは，T.P.+12.1 m（浸水深 6.1 m）に水深係数α=3.0 を考

慮して 18.3m として評価を行う。 

 

津波に伴う荷重の算定に用いる，水圧作用高さ及び水の密度を表5.3-1に

示す。 

 

 

表 5.3-1 水圧作用高さ及び水の密度 

扉名称 
水圧作用高さ 

（EL.ｍ） 

水の密度 

（t/m3） 

HAW-2 浸水防止扉 18.3 1.03 

 

 

(2) 荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の組合せは，津波時の最大荷重を用いる。強度評価

に用いる荷重の組合せを表 5.3-2 に示す。 

 

表 5.3-2 強度評価に用いる荷重の組合せ 

扉名称 事 象 荷重の組合せ＊ 

HAW-2 浸水防止扉 津波時 P୬＝P୦୬＋Kୗ＋Dୖ′ 

注記＊：P୦୬は津波に伴う荷重，Kୗは余震荷重，Dୖ′は漂流物衝突荷重を示

す。 
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5.4 許容限界 

 HAW-2 浸水防止扉の許容限界は，「5.1 評価対象部位」にて設定した評価部

位の機能損傷モードを考慮し設定する。 

(1) 使用材料 

 HAW-2 浸水防止扉を構成する扉板，芯材の使用材料を表 5.4-1 に示す。 

 

表 5.4-1 扉板，芯材の使用材料 

部 位 材 質 仕 様[mm] 

扉 板（上段固定扉） SUS304 3500 x 1090 x t12 

扉 板（下段横引扉） SUS304 3500 x 2600 x t12 

芯 材 

（上段固定扉） 

主 桁（最上段） SUS304 H360 x 180(240) x 12 x 16 

主 桁（最下段） SUS304 C360 x 180 x 12 x 16 

縦 桁１※ SUS304 T360 x 100 x 12 x 12 

縦 桁２※ SUS304 T170 x 65 x 16 x 16 

芯 材 

（下段横引扉） 

主 桁（最上段） SUS304 C360 x 180 x 12 x 16 

主 桁（中間） SUS304 H360 x 250 x 19 x 19 

主 桁（最下段） SUS304 H360 x 150(240) x 12 x 19 

縦 桁１※ SUS304 T360 x 100 x 9 x 12 

縦 桁２※ SUS304 T170 x 65 x 12 x 16 

※板の組合せ構造

<458>



 
 

6-1-3-2-157 

 

(2) 許容限界 

a. 扉板，芯材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）

日本建築学会，2005 改定）」を踏まえて表 5.4-2 の値とする。 

 

表 5.4-2 扉板，芯材の許容限界 

材 料 
短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ せん断 

SUS304＊1 205 118 

注 ＊1：許容応力度を決定する場合の基準値Ｆの値は，「JIS G 4304:2012 熱間

圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」に基づく。 
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5.5 設計用地震力 

「3. 固有周期」に示したとおり HAW-2 浸水防止扉の固有周期が 0.05 秒以下

であることを確認したため，HAW-2 浸水防止扉の強度計算で用いる設計震度は，

別添 6-1-3-2 「余震による地震応答解析」で得られた水平震度：0.5 を 1.2 倍

した 0.6 を用いる。 

 

 

5.6 計算方法 

 HAW-2 浸水防止扉の強度評価における計算方法を以下に示す。 

(1) 応力算定 

a. 扉板 

扉板に生じる応力は，津波及び余震に伴う荷重を考慮し，等変分布荷重及

び等分布荷重を受ける周辺固定支持の矩形板として，「土木学会 構造力学

公式集」に基づき次式により算定する。 

 

・上段固定扉 

σ୮ୟ ଵଵ୫ ൌ
βଵ ∙ 1000Pଵଵ ∙ Cଵ

ଶ

tଶ 
βଶ ∙ 1000൫Pଵଶ－Pଵଵ൯ ∙ 𝐶ଶ

ଶ

tଶ  

 

Cଵ ൌ Cଶ ൌ MIN൫aଵଵ，bଵ୫൯   

 

𝜎 ൌ 𝑀𝐴𝑋൫𝜎 ଵଵ൯     ሺ𝑚 ൌ 1,2ሻ 

 

σ୮ୠ ൌ
ஒ∙ଵ∙ୈ

୲మ    β ＝ 6γ 

 

σ୮＝σ୮ୟ＋σ୮ୠ 

 

・下段横引扉 

σ୮ୟ  ଶ୬୫ ൌ
βଵ ∙ 1000Pଶ୬ ∙ Cଵ

ଶ

tଶ 
βଶ ∙ 1000൫Pଶ,୬ାଵ－Pଶ୬൯ ∙ 𝐶ଶ

ଶ

tଶ  

 

Cଵ ൌ Cଶ ൌ MIN൫aଶ୬，b୫൯   

 

𝜎 ൌ 𝑀𝐴𝑋൫𝜎 ଶ൯     ൫𝑛 ൌ 1～3, 𝑚 ൌ 1,2൯ 
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σ୮ୠ ൌ
ஒ∙ଵ∙ୈ

୲మ    β ＝ 6γ 

 

σ୮＝σ୮ୟ＋σ୮ୠ 

 

扉板に生じる応力の例を図 5.6-1 に示す。 
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図 5.6-1 扉板に生じる応力評価部位 

  

扉板

主桁１1（横桁）

扉板 扉板 扉板 扉板 扉板 扉板 扉板
111 111 112 111 112 112 112 扉板

111

主桁１２（横桁）
主桁２１（横桁）

扉板 扉板 扉板 扉板 扉板 扉板 扉板 扉板
211 211 212 211 211 212 211 211

主桁２２（横桁）

扉板 扉板 扉板 扉板 扉板 扉板 扉板 扉板
221 221 222 221 221 222 221 221

主桁２３（横桁）

扉板 扉板 扉板 扉板 扉板 扉板 扉板 扉板
231 231 232 231 231 232 231 231

主桁２４（横桁）

b1 b1 b2 b1 b1 b2 b1 b1
縦桁２２ 縦桁２１ 縦桁２２ 縦桁２１ 縦桁２２ 縦桁２１ 縦桁２２

a 1
1

縦桁１２ 縦桁１１ 縦桁１２ 縦桁１１ 縦桁１２ 縦桁１１ 縦桁１２

a 2
1

a 2
2

a 2
3
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b. 芯材 

芯材に生じる荷重は，津波及び余震に伴う荷重を考慮し，荷重を負担する

芯材の取付方向（鉛直又は水平）に応じて「日本機械学会 機械工学便覧 

基礎編 Ａ４ 材料力学」の「はり」の公式に基づき，それぞれ算定する。 

水平方向に取付く主桁については，扉に生じる荷重を算定し，次式により

算定する。 

鉛直方向に取付く縦桁については，各桁（中間縦桁及び端縦桁）に分担す

ることとし，等分布荷重を受ける両端支持の単純梁として，次式により算定

する。芯材に生じる荷重の例を図 5.6-2 に示す。 

 

(a) 主桁 

・上段固定扉 

wଵଵ ൌ
ሺ2Pଵଵ  Pଵଶሻ ∙ aଵଵ

6
 

wଵଶ ൌ
ሺ2Pଵଶ  Pଵଵሻ ∙ aଵଵ

6
 

Mଵ ൌ
భ∙మ

଼
    Qଵ ൌ

భ∙

ଶ
 

σଵ ൌ
ଵൈଵలభ

౮భ
 τଵ ൌ

ଵ୕భ

౭భ
 

σୡଵ୬ ൌ ඥ𝜎ଵ
ଶ  3𝜏ଵ

ଶ 

 

σଵ ൌ 𝑀𝐴𝑋ሺ𝜎ଵሻ   ሺ𝑛 ൌ 1,2ሻ 

 

・下段横引扉 

wଶଵ ൌ
ሺ2Pଶଵ  Pଶଶሻ ∙ aଶଵ

6
 

wଶଶ ൌ
ሺ2Pଶଶ  Pଶଵሻ ∙ aଶଵ

6


ሺ2Pଶଶ  Pଶଷሻ ∙ aଶଶ

6
 

wଶଷ ൌ
ሺ2Pଶଷ  Pଶଶሻ ∙ aଶଶ

6


ሺ2Pଶଷ  Pଶସሻ ∙ aଶଷ

6
 

wଶସ ൌ
ሺ2Pଶସ  Pଶଷሻ ∙ aଶଷ

6
 

Mଶ ൌ
మ∙మ

଼
    Qଶ ൌ

మ∙

ଶ
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σଶ ൌ
ଵൈଵలమ

౮మ
 τଶ ൌ

ଵ୕మ

౭మ
 

Qୡଶ୬ ൌ ට𝜎ଶ
ଶ  3𝜏ଶ

ଶ 

𝜎ଶ ൌ 𝑀𝐴𝑋ሺ𝜎ଶሻ  ሺ𝑛 ൌ 1~4ሻ 

 

 

 (b) 縦桁  

        

 ・上段固定扉 

Mଵଵ ൌ aଵଵ
 ଶ ∙ ൬

Pୟଵଵ

9√3


Pୠଵଵ

8
൰ 

Qଵଵ ൌ aଵଵ ∙ ൬
Pୟଵଵ

3


Pୠଵଵ

2
൰ 

   Pୟଵଵ ＝ P’12－P’ଵଵ
   Pୠଵଵ ＝ P’ଵଵ 

𝜎ଵ ൌ
1 ൈ 10 ∙ 𝑀ଵଵ

𝑍′௫ଵ
 

𝜏ଵ ൌ
1000𝑄ଵଵ

𝐴′௪ଵ
 

𝜎ଵ ൌ ට𝜎ଵ
ଶ  3𝜏ଵ

ଶ 

𝜎ଵ ൌ 𝑀𝐴𝑋ሺ𝜎ଵሻ  ሺ𝑚 ൌ 1,2ሻ 
 

・下段横引扉 

Mଶ ൌ aଶ୬
 ଶ ∙ ൬

Pୟଶ୬

9√3


Pୠଶ୬

8
൰ 

Qଶ ൌ aଶ୬ ∙ ൬
Pୟଶ୬

3


Pୠଶ୬

2
൰ 

   Pୟଶ୬ ＝ P’2  𝑛1－P’ଶ୬
 ，  Pୠଶ୬ ＝ P’ଶ୬   ሺ𝑛 ൌ 1~3ሻ 

𝜎ଶ  ൌ
1 ൈ 10 ∙ 𝑀ଶ

𝑍′௫
 

𝜏ଶ   ൌ
1000 ∙ 𝑄ଶ

𝐴′௪
 

𝜎ଶ   ൌ ට𝜎ଶ  
ଶ  3𝜏ଶ  

ଶ 

𝜎ଶ ൌ 𝑀𝐴𝑋ሺ𝜎ଶ  ሻ  ሺ𝑚 ൌ 1,2ሻ 
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5.7 計算条件 

「5.6 計算方法」に用いる評価条件を表 5.7-1 に示す。 

 

表 5.7-1 HAW-2 浸水防止扉の強度評価に用いる条件(1/5) 

対象部

位 
記 号 単 位 定 義 数 値 

扉  板 

(上段) 

P୦ଵଵ kN/mଶ 
単位面積当たりの津波荷重

(上段固定扉上段部) 
143.1 

P୦ଵଶ kN/mଶ 
単位面積当たりの津波荷重 

(上段固定扉下段部) 
153.2 

Kୗଵ kN/mଶ 
単位面積当たりの余震荷重

（上段固定扉） 
2.354 

Dୖ’ଵ kN/mଶ 
単位面積当たりの漂流物

衝突荷重（上段固定扉） 
0.8615 

Pଵଵ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷

重(上段固定扉上段部) 
146.4 

Pଵଶ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重 

(上段固定扉下段部) 
156.4 
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表 5.7-1 HAW-2 浸水防止扉の強度評価に用いる条件(2/5) 

対象 

部位 
記 号 単 位 定 義 数 値 

扉  板 

（下段） 

P୦ଶଵ kN/mଶ 
単位面積当たりの津波荷重 

(下段横引扉上段部) 
154.1 

P୦ଶଶ kN/mଶ 
単位面積当たりの津波荷重

(下段横引扉中段上部) 
162.6 

P୦ଶଷ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重

(下段横引扉中段下部) 
170.9 

P୦ଶସ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重

(下段横引扉下段部） 
178.7 

Kୗଶ kN/mଶ 
単位面積当たりの余震荷重

（下段横引扉） 
2.533 

Dୖ’ଶ kN/mଶ 
単位面積当たりの漂流物 

衝突荷重（下段横引扉） 
0.355 

Pଶଵ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重 

(下段横引扉上段部) 
157.0 

Pଶଶ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重

(下段横引扉中段上部) 
165.5 

Pଶଷ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重

(下段横引扉中段下部) 
173.8 

Pଶସ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重

(下段横引扉下段部） 
181.6 
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表 5.7-1 HAW-2 浸水防止扉の強度評価に用いる条件(3/5) 

対象 

部位 
記 号 単 位 定 義 数 値 

芯
材
（
主
桁
）
（
上
段
固
定
扉
） 

Hgଵ m 受圧高（上部固定扉） 1.000 

B m 受圧幅 3.250 

Pଵଵ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重 

（上部固定扉上段部） 
146.4 

Pଵଶ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重 

（上部固定扉下段部） 
156.4 

aଵଵ m 主桁ピッチ（上段固定扉） 1.000 

Z୶ଵଵ mmଷ 
断面係数 

（上段固定扉上段部） 
1185000 

Z୶ଵଶ mmଷ 
断面係数 

（上段固定扉下段部） 
1143000 

A୵ଵଵ mmଷ 
せん断断面積 

（上段固定扉上段部） 
4128 

A୵ଵଶ mmଷ 
せん断断面積 

（上段固定扉下段部） 
4032 

芯
材
（
縦
桁
）
（
上
段
固
定
扉
） 

P’ଵଵ kN/m 
単位長さ当たりの作用荷重

（上段固定扉上段部） 
59.64 

P’ଵଶ kN/m 
単位長さ当たりの作用荷重

（上段固定扉下段部） 
63.74 

bଵ m 縦桁ピッチ（上段固定扉） 0.405 

bଶ m 縦桁ピッチ（上段固定扉） 0.410 

Z′୶ଵଵ mmଷ 断面係数 1（上段固定扉） 337800 

Z′୶ଵଶ mmଷ 断面係数 2（上段固定扉） 99570 

A′୵ଵଵ mmଷ 
せん断断面積 1 

（上段固定扉） 
4176 

A′୵ଵଶ mmଷ 
せん断断面積 2 

（上段固定扉） 
2464 
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表 5.7-1 HAW-2 浸水防止扉の強度評価に用いる条件(4/5) 

対象 

部位 
記 号 単 位 定 義 数 値 

芯
材
（
主
桁
）
（
下
段
横
引
扉
） 

Hgଶ m 受圧高（下段横引扉） 2.430 

B m 受圧幅 3.250 

Pଶଵ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重

（下段横引扉上段部） 
157.0 

Pଶଶ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重

（下段横引扉中段上部） 
165.5 

Pଶଷ  kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重

（下段横引扉中段下部） 
173.8 

Pଶସ  kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重

（下段横引扉下段部） 
181.6 

aଶଵ m 主桁ピッチ（下段横引扉） 0.840 

aଶଶ m 主桁ピッチ（下段横引扉） 0.820 

aଶଷ m 主桁ピッチ（下段横引扉） 0.770 

Z୶ଶଵ mmଷ 
断面係数 

（下段横引扉上段部） 
985500 

Z୶ଶଶ mmଷ 
断面係数 

（下段横引扉中段上部） 
1830000 

Z୶ଶଷ mmଷ 
断面係数 

（下段横引扉中段下部） 
1830000 

Z୶ଶସ mmଷ 
断面係数 

（下段横引扉下段部） 
1301000 

A୵ଶଵ mmଷ 
せん断断面積 

（下段横引扉上段部） 
4032 

A୵ଶଶ mmଷ 
せん断断面積 

（下段横引扉中段上部） 
6118 

A୵ଶଷ mmଷ 
せん断断面積 

（下段横引扉中段下部） 
6118 

A୵ଶସ mmଷ 
せん断断面積 

（下段横引扉下段部） 
6479 
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表 5.7-1 HAW-2 浸水防止扉の強度評価に用いる条件(5/5) 

対象 

部位 
記 号 単 位 定 義 数 値 

芯
材
（
縦
桁
）
（
下
段
横
引
扉
） 

P’ଶଵ kN/m 
単位長さ当たりの作用荷重

（下段横引扉上段部） 
63.99 

P’ଶଶ kN/m 
単位長さ当たりの作用荷重

（下段横引扉中段上部） 
67.44 

P’ଶଷ kN/m 
単位長さ当たりの作用荷重

（下段横引扉中段下部） 
70.82 

P’ଶସ kN/m 
単位長さ当たりの作用荷重

（下段横引扉下段部） 
74.00 

bଵ m 縦桁ピッチ（下段横引扉） 0.405 

bଶ m 縦桁ピッチ（下段横引扉） 0.410 

Z′୶ଶଵ mmଷ 断面係数 1（下段横引扉） 266800 

Z′୶ଶଶ mmଷ 断面係数 2（下段横引扉） 78830 

A′୵ଶଵ mmଷ 
せん断断面積 1 

（下段横引扉） 
3132 

A′୵ଶଶ mmଷ 
せん断断面積 2 

（下段横引扉） 
1848 
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5.8 評価結果 

HAW-2 浸水防止扉の強度評価結果を表 5.8-1 に示す。HAW-2 浸水防止扉の各部

材の断面検定を行った結果，発生応力度又は荷重は許容限界値以下であること

から，HAW-2 浸水防止扉が構造健全性を有することを確認した。 

 

表 5.8-1 強度評価結果 

名 称 
 

評価部位 
発生応力

(N/mm2) 

許容応力

(N/mm2) 

発生応力/ 

許容応力 

HAW-2 浸水防止

扉 

上段固

定扉 

扉 板 109 205 0.54 

主桁 89 205 0.44 

縦桁 101 205 0.39 

下段横

引扉 

扉 板 124 205 0.61 

主桁 81 205 0.40 

縦桁 79 205 0.39 
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6.HAW-3 浸水防止扉 

6.1 評価部位 

基礎・支持構造として扉開放時においては，ヒンジにより扉が扉枠に固定され，

扉閉止時においては，締付装置により扉が扉枠に固定される構造とする。また，

扉枠を建家の開口部周辺に，アンカーボルトにより固定する構造とする。 

主体構造として片開型の鋼製扉とし，鋼製の扉板に芯材を取付け，扉に設

置された締付装置を鋼製の扉枠に，差し込み，扉と扉枠を一体化させる構造と

する。また，扉と扉の接続はヒンジを介する構造とする。 

HAW-3 浸水防止扉に生じる外部からの津波，余震及び漂流物に伴う荷重は，扉

板から芯材，芯材から扉枠体に伝達されることから，評価部位は，扉板及び芯材

とする。 

HAW-3 浸水防止扉の構造図を図 6.1-1 に示す。 
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6.2 構造強度評価方法 

HAW-3 浸水防止扉の強度評価は，「6.1 評価部位」に示す評価部位に対し，

「6.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「6.4 許容限界」に示す荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界を踏まえ，「6.6 計算方法」に示す方法を用いて評価を行

う。 

 

6.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，以下のとおりとする。 

 

(1) 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

a. 津波による遡上津波荷重（Phn） 

津波に伴う荷重として，遡上津波荷重を考慮する。 

 

Phn＝ρ・g・𝐻 

 

b. 漂流物衝突荷重（Dୖ′） 

津波に伴う荷重として，漂流物衝突荷重を考慮する。 

 

Dୖ′＝
Dୖ

b・H

 

 

c. 余震荷重（Kୗ） 

余震荷重は弾性設計用地震動𝑆ௗに伴う地震力（動水圧を含まない。）とす

る。 

余震時の扉体自重による慣性力を考慮する。地震荷重Kௌは，浸水防止扉

の固定荷重Gに水平震度Kுを乗じた次式により算出する。 

 

𝐾ௌ＝
𝐾ு・G・g

𝑏・𝐻ｇ
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d. 縦桁に作用する荷重（P’n） 

             縦桁に作用する荷重は，上記 a～c の荷重の合計に，縦桁が受け持つ荷

重の受圧幅 B を乗じた次式により算出する。 

 

  P’n ൌ B・P୬ 

 

津波の浸水高さは，T.P.+12.1 m（浸水深 6.1 m）に水深係数α=3.0 を考

慮して 18.3m として評価を行う。 

 

津波に伴う荷重の算定に用いる，水圧作用高さ及び水の密度を表6.3-1に

示す。 

 

 

表 6.3-1 水圧作用高さ及び水の密度 

扉名称 
水圧作用高さ 

（EL.ｍ） 

水の密度 

（t/m3） 

HAW-3 浸水防止扉 18.3 1.03 

 

 

(2) 荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の組合せは，津波時の最大荷重を用いる。強度評価

に用いる荷重の組合せを表 6.3-2 に示す。 

 

表 6.3-2 強度評価に用いる荷重の組合せ 

扉名称 事 象 荷重の組合せ＊ 

HAW-3 浸水防止扉 津波時 P୬＝P୦୬＋Kୗ＋Dୖ′  

注記＊：P୦୬は津波に伴う荷重，Kୗは余震荷重，Dୖ′は漂流物衝突荷重を示

す。 
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6.4 許容限界 

 HAW-3 浸水防止扉の許容限界は，「6.1 評価対象部位」にて設定した評価部

位の機能損傷モードを考慮し設定する。 

(1) 使用材料 

 HAW-3 浸水防止扉を構成する扉板，芯材の使用材料を表 6.4-1 に示す。 

 

表 6.4-1 扉板，芯材の使用材料 

部 位 材 質 仕 様[mm] 

扉 板 SUS304 2174 × 1232 × t12 

芯 材 

主 桁（上段及び下段） SUS304 C150 × 75 × 9 

主 桁（中間） SUS304 H150 × 150 × 9 × 10 

縦 桁 ※ SUS304 T150 × 80 × 8 × 8 

※板の組合せ構造 
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(2) 許容限界 

a. 扉板，芯材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）

日本建築学会，2005 改定）」を踏まえて表 6.4-2 の値とする。 

 

表 6.4-2 扉板，芯材の許容限界 

材 料 
短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ せん断 

SUS304＊1 205 118 

注 ＊1：許容応力度を決定する場合の基準値Ｆの値は，「JIS G 4304:2012 熱間

圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」に基づく。 
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6.5 評価用地震力 

「3. 固有周期」に示したとおり HAW-3 浸水防止扉の固有周期が 0.05 秒以下

であることを確認したため，HAW-3 浸水防止扉の強度計算で用いる設計震度は，

別添 6-1-3-2 「余震による地震応答解析」で得られた水平震度：0.5 を 1.2 倍

した 0.6 を用いる。 

 

 

6.6 計算方法 

HAW-3 浸水防止扉の強度評価における計算方法を以下に示す。 

 

(1) 応力算定 

a. 扉板 

扉板に生じる応力は，津波及び余震に伴う荷重を考慮し，等変分布荷重及

び等分布荷重を受ける周辺固定支持の矩形板として「土木学会 楮王力学

公式集」に基づき，次式により算定する。 

 

 

σ୮ୟ ୬୫ ൌ
βଵ ∙ 1000P୬ ∙ Cଵ

ଶ

tଶ 
βଶ ∙ 1000൫𝑃ାଵ－𝑃൯ ∙ Cଶ

ଶ

tଶ  

 

Cଵ ൌ Cଶ ൌ MIN൫a୬，b୫൯   

 

 𝜎 ൌ 𝑀𝐴𝑋൫𝜏 ൯ 

 

 ሺ𝑛 ൌ 1~3, 𝑚 ൌ 1,2ሻ 

 

σ୮ୠ ൌ
ஒ∙ଵ∙ୈ

୲మ    β ＝ 6γ 

 

σ୮＝σ୮ୟ＋σ୮ୠ 

 

扉板に生じる応力の例を図 6.6-1 に示す。 

 

 

2 2 
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図 6.6-1 扉板に生じる応力評価部位 

   

 

縦桁１
主桁１

扉板１１ 扉板１２ 扉板１１

主桁２

扉板２１ 扉板２２ 扉板２１

主桁３

扉板３１ 扉板３２ 扉板３１

主桁４

b1 b2 b1

a 1
a 2

a 3
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b. 芯材 

芯材に生じる荷重は，津波及び余震に伴う荷重を考慮し，荷重を負担する

芯材の取付方向（鉛直又は水平）に応じて「日本機械学会 機械工学便覧 

基礎編 Ａ４ 材料力学」の「はり」の公式に基づき，それぞれ算定する。 

水平方向に取付く主桁については，扉に生じる荷重を算定し，次式により

算定する。 

鉛直方向に取付く縦桁については，各桁（中間縦桁及び端縦桁）に分担す

ることとし，等分布荷重を受ける両端支持の単純梁として，次式により算定

する。芯材に生じる荷重の例を図 6.6-2 に示す。 

 

wଵ ൌ
ሺ2Pଵ  Pଶሻ ∙ aଵ

6
 

wଶ ൌ
ሺ2Pଶ  Pଵሻ ∙ aଵ

6


ሺ2Pଶ  Pଷሻ ∙ aଶ

6
 

wଷ ൌ
ሺ2Pଷ  Pଶሻ ∙ aଶ

6


ሺ2Pଷ  Pସሻ ∙ aଷ

6
 

wସ ൌ
ሺ2Pସ  Pଷሻ ∙ aଷ

6
 

M ൌ
∙మ

଼
    Q ൌ

∙

ଶ
 

σ ൌ
ଵൈଵల

౮
  τ ൌ

ଵ୕

౭
 

𝜎 ൌ ඥ𝜎
ଶ  3𝜏

ଶ 
 

 

σ ൌ 𝑀𝐴𝑋ሺ𝜎ሻ ሺ𝑛 ൌ 1~4ሻ 

 

  

<483>



 
 

6-1-3-2-182 

 

(b) 縦桁  

M ൌ a୬
 ଶ ∙ ൬

Pୟ୬

9√3


Pୠ୬

8
൰ 

Q ൌ a୬ ∙ ൬
Pୟ୬

3


Pୠ୬

2
൰ 

   Pୟ୬ ＝ P’୬ାଵ－P’୬   Pୠ୬ ＝ P’୬ 

𝜎 ൌ
1 ൈ 10 ∙ 𝑀

𝑍′ଵ
 

𝜏 ൌ
1000𝑄

𝐴′௪ଵ
 

𝜎 ൌ ඥ𝜎
ଶ  3𝜏

ଶ 
 

    𝜎 ൌ 𝑀𝐴𝑋ሺ𝜎ሻ  ൫𝑛 ൌ 1～3൯ 
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6.7 計算条件 

「6.6 計算方法」に用いる評価条件を表 6.7-1 に示す。 

 

表 6.7-1 HAW-3 浸水防止扉の強度評価に用いる条件(1/3) 

対象 

部位 
記 号 単 位 定 義 数 値 

扉  板 

P୦ଵ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

津波荷重(最上段部) 
158.4 

P୦ଶ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

津波荷重(中段上部) 
165.9 

P୦ଷ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

津波荷重(中段下部) 
173.2 

P୦ସ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

津波荷重(最下段部) 
180.3 

Kୗ kN/mଶ 
単位面積当たりの

余震荷重 
1.318 

Dୖ’ kN/mଶ 
単位面積当たりの

漂流物衝突荷重 
1.045 

Pଵ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

作用荷重(最上段部) 
160.7 

Pଶ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

作用荷重(中段上部) 
168.3 

Pଷ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

作用荷重(中段下部) 
175.6 

Pସ kN/mଶ 
単位面積当たりの 

作用荷重(最下段部) 
182.7 
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表 6.7-1 HAW-3 浸水防止扉の強度評価に用いる条件(2/3) 

 

対象 

部位 
記 号 単 位 定 義 数 値 

芯
材
（
主
桁
） 

Hg m 受圧高 2.174 

Pଵ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重

（最上段部） 
160.7 

Pଶ kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重

（中段上部） 
168.3 

Pଷ  kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重

（中段下部） 
175.6 

Pସ  kN/mଶ 
単位面積当たりの作用荷重

（最下段部） 
182.7 

aଵ m 主桁ピッチ 0.750 

aଶ m 主桁ピッチ 0.720 

aଷ m 主桁ピッチ 0.704 

Z୶ଵ mmଷ 断面係数（最上段部） 112600 

Z୶ଶ mmଷ 断面係数（中段上部） 218300 

Z୶ଷ mmଷ 断面係数（中段下部） 218300 

Z୶ସ mmଷ 断面係数（最下段部） 112600 

A୵ଵ mmଷ せん断断面積（最上段部） 1188 

A୵ଶ mmଷ せん断断面積（中段上部） 1170 

A୵ଷ mmଷ せん断断面積（中段下部） 1170 

A୵ସ mmଷ せん断断面積（最下段部） 1188 
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表 6.7-1 HAW-3 浸水防止扉の強度評価に用いる条件(3/3) 

 

 

対象 

部位 
記 号 単 位 定 義 数 値 

芯
材
（
縦
桁
） 

Hg m 受圧高 2.174 

B m 受圧幅 1.232 

P’ଵ kN/𝑚 
単位長さ当たりの作用荷重

（最上段部） 
65.97 

P’ଶ kN/𝑚 
単位長さ当たりの作用荷重

（中段上部） 
69.09 

P’ଷ kN/𝑚 
単位長さ当たりの作用荷重

（中段下部） 
72.08 

P’ସ kN/𝑚 
単位長さ当たりの作用荷重

（最下段部） 
75.0 

bଵ m 縦桁ピッチ 0.411 

bଶ m 縦桁ピッチ 0.410 

Z′୶ଵ mmଷ 断面係数 43010 

A′୵ଵ mmଷ せん断断面積 1136 
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6.8 評価結果 

HAW-3 浸水防止扉の強度評価結果を表 6.8-1 に示す。HAW-3 浸水防止扉の各部

材の断面検定を行った結果，発生応力度又は荷重は許容限界値以下であること

から，HAW-3 浸水防止扉が構造健全性を有することを確認した。 

 

表 6.8-1 強度評価結果 

名 称 評価部位 
発生応力

(N/mm2) 
許容応力

(N/mm2) 

発生応力/ 

許容応力 

HAW-3 浸水防止扉 

扉 板 125 205 0.61 

主桁 110 205 0.54 

縦桁 118 205 0.58 
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高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家貫通部からの 

浸水の可能性について 
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1．はじめに 

変更なし 

 

2．確認対象箇所 

変更なし 

 

3．浸水の可能性のある経路の構造 

変更なし 

 

4．トレンチ及び連絡管路の耐震性 

変更なし 
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5．貫通部等の確認 

5.1 トレンチ等の確認 

令和 2年 5月 29 日に補正申請した別添 6-1-3-2-1「I 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の津

波防護に関する施設の設計方針」（令 02 原機（再）020）において，高放射性廃液貯蔵場

（HAW）建家貫通部からの浸水の可能性について確認した。その中で，浸水の可能性のあ

る経路としてトレンチ及び連絡管路・壁貫通部・扉及びシャッター部の構造について確

認した。また，トレンチ及び連絡管路の耐震性についても確認した。一方，津波襲来時に

おける，トレンチ等と接するセル壁及び建家内壁等の健全性については，確認結果を令

和 2年 7 月末までに示すとしていた。 

このことから，津波襲来時における，トレンチ等と接するセル壁及び建家内壁等の健

全性を以下のとおり確認した。 

 

5.1.1 トレンチの健全性評価の概要 

別添 6-1-3-2「I 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の津波防護に関する施設の設計方針」

（令 02 原機（再）020）に基づき，津波襲来時に高放射性廃液貯蔵場（HAW）に接続する

トレンチ及び連絡管路内が浸水した場合においても建家内が浸水しないよう，トレンチ

及び連絡管路が健全であることを確認する。 

トレンチ及び連絡管路の内壁とスラブの評価部位において，浸水により発生する応力

（曲げ，せん断）が許容応力を下回ることを評価する。浸水による荷重は，建家構造物

の荷重及び浮力算定用津波高さによる静水圧とする。 
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(2) 構造概要 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）に接続するトレンチのうち，廃止措置計画用設計津波の

浸水深による水圧を受けるトレンチの位置を図 5-1-2-2 に示す。 

図 5-1-2-2 高放射性廃液貯蔵場（HAW）に接続するトレンチの位置 
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5.1.3 評価方針 

評価に当たっては高放射性廃液貯蔵場（HAW）に接続するトレンチの内壁が廃止措

置計画用設計津波による水圧及び建家構造物等を考慮した荷重に対して構造強度を

有することを確認する。 

 

表 5-1-3-1 評価項目 

評価方針 評価項目 評価方法 許容限界 

構造強度を 

有すること 

トレンチの健全性 

（トレンチ内壁） 

発生応力（曲げﾓｰﾒﾝﾄ， 

せん断）が許容限界以

下であることを確認 

短期 

許容応力 
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5.1.4 適用基準 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）に接続するトレンチの強度評価において，適用する基準

等を以下に示す。 

（1）鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建築学会，2018 年） 
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5.1.5 強度評価方法 

(1) 記号の定義 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）に接続するトレンチの強度評価の計算に用いる記号を

表 5-1-5-1 に示す。 

 

表 5-1-5-1 トレンチの強度評価計算に用いる記号（1/2） 

記号 定義 単位 

P 津波浸水時の静水圧荷重 kN 

P コンクリートスラブの自重 kN 

P トレンチ内に設置した遮へい体の自重 kN 

h 廃止措置計画用設計津波高さ m 

hଵ トレンチ下スラブ（+遮へい体）天端

高さ 

m 

Ma スラブ及び壁の短期許容曲げモーメン

ト 

kN ∙ m 

Qୗ スラブ及び壁の短期許容せん断力 kN 

a୲ 既存断面の引張鉄筋断面積 mmଶ 

f୲ 引張鉄筋の短期許容引張応力度 N/mmଶ 

j  応力中心間距離（7/8d） mm 

d  部材の有効せい mm 

T 鉄筋コンクリートスラブ及び壁厚 m 

T 遮へい体厚 m 

d୲ 引張縁から引張鉄筋重心までの距離 m 

fୱ コンクリートの短期許容せん断応力度 N/mmଶ 

b スラブ及び壁，遮へい体の単位幅 m 

ρ୭ 海水の単位体積重量 kN/mଷ 

ρୱ 遮へい体の単位体積重量 kN/mଷ 

ρୡ コンクリートの単位体積重量 kN/mଷ 

L 下スラブ及び壁の長さ m 

M A 点における曲げモーメント kN ∙ m 

M B 点における曲げモーメント kN ∙ m 

Mେ C 点における曲げモーメント kN ∙ m 

Mୈ D 点における曲げモーメント kN ∙ m 

h トレンチの張出長さ m 

ℓ トレンチの高さ m 

k ラーメン構造の剛比 െ 
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表 5-1-5-1 トレンチの強度評価計算に用いる記号（2/2） 

記号 定義 単位 

w 各等分布荷重の総和（単位長さ当たり） kN/m 

P 各集中荷重の総和 kN 

p 津波浸水時の静水圧（単位長さあたり） kN/m 

p コンクリートスラブの自重 

（単位長さあたり） 
kN/m 

p トレンチ内に設置した遮へい体の自重 

（単位長さあたり） 
kN/m 

M 断面に生じる曲げモーメント kN ∙ m 

Q 断面に生じるせん断力 kN 

Pଵ 断面に作用する遮へい体の全体自重 kN 

L1 HAW 外壁内面からセル壁までの長さ m 

L2 下あご部の正面長さ m 

P 許容応力 kN/mଶ 

p 津波浸水時の静水圧 kN/mଶ 

𝑡௦ 製造上の最小厚さ mm 

t 二重管外管厚さ mm 

D 二重管外管外径 mm 

B 付録材料図 表 Part7 により定まる値 െ 

Mଵ MとMୈの最大モーメント kN ∙ m 

Mଶ MとMେの最大モーメント kN ∙ m 
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5.1.6 評価部位 

HAW 連絡管路（分離精製工場（MP）との接続） 

HAW 連絡管路の平面図を図 5-1-6-1，評価部位を図 5-1-6-2 に示す。 

 

  

図 5-1-6-1 HAW 連絡管路の平面図 
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図 5-1-6-2 連絡管路の評価部位(1/2) 

 

<500>



6-1-3-2-1-11 

図 5-1-6-2 連絡管路の評価部位(2/2)
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(2) T15 トレンチ（分離精製工場（MP）との接続） 

HAW 連絡管路の平面図を図 5-1-6-3，評価部位を図 5-1-6-4 に示す。 

 

 

図 5-1-6-3 T15 トレンチの平面図 
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図 5-1-6-4 T15 トレンチの評価部位  
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(3) T21 トレンチ（ガラス固化技術開発施設（TVF）との接続） 

T21 トレンチの評価部位を図 5-1-6-5 に示す。 

図 5-1-6-5 T21 トレンチの評価部位  
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5.1.7 荷重及び荷重の組合せ 

荷重 

① 津波浸水時の静水圧（P） 

津波浸水時の水圧については，高放射性廃液貯蔵場（HAW）におけるトレンチ下

スラブ（+遮へい体）天端高さhଵから廃止措置計画用設計津波高さhまでの高さに

よる静水圧（P）を考慮する。 

 

② コンクリートスラブによる荷重（P） 

建家構造物の荷重として，トレンチの自重をコンクリートスラブによる荷重（P）

として考慮する。 

 

③ 遮へい体による荷重（P） 

建家構造物の荷重として，トレンチ内に設置した遮へい体の自重を遮へい体に

よる荷重（P）として考慮する。 
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5.1.8 許容限界 

使用材料 

許容限界は，トレンチが崩落しないことを考慮し，保守的な短期許容応力とする。 

強度評価に用いる使用材料は既往の設計及び工事の方法の認可「再処理施設に関す

る設計及び工事の方法（その 25）」に基づき設定する。使用材料を表 5-1-8-1 に示す。 

 

表 5-1-8-1 使用材料 

使用材料 短期許容応力度 

コンクリート 

設計基準強度：Fc20.6 N/mmଶ（Fc210 kgf/cmଶ） 

せん断 

1.03 N/mmଶ 

鉄筋 

SD30（F ൌ 3000 kgf/cmଶ） 

引張 

295 N/mmଶ 

 

（2）短期許容応力 

トレンチ下スラブの許容限界は「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建

築学会，2018 年）」に基づき算定する。 

短期許容曲げモーメント（Ma）及び短期許容せん断力（Qୗ）の算定式を以下に示

す。 

Ma ൌ a୲ ∙  f୲ ∙ j 

Mୟ ：短期許容曲げモーメントሺkN ∙ mሻ 

a୲ ：既存断面の引張鉄筋断面積ሺmmଶሻ 

f୲ ：引張鉄筋の短期許容引張応力度ሺN mmଶ⁄ ሻ 

j ：応力中心間距離（7/8d）ሺmmሻ 

d ：部材の有効せいሺmmሻ 

d ൌ T െ d୲ 

T ：鉄筋コンクリートスラブ及び壁厚ሺmሻ 

d୲ ：引張縁から引張鉄筋重心までの距離ሺmmሻ 

 

Qୗ ൌ b ∙ j ∙ fୗ 

Qୗ：短期許容せん断力ሺkNሻ 

fୗ  ：コンクリートの短期許容せん断応力度ሺN mmଶ⁄ ሻ 

b ：スラブ幅ሺmሻ 

j  ：応力中心間距離（7/8d）ሺmmሻ 
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5.1.9 評価方法 

評価部位 A,C,D,E 

①  評価モデル 

評価部位A,C,D,Eは，両端固定梁として左右の壁を固定端とする一方向板として，

曲げモーメント及びせん断力を算出する。応力算定モデルを図 5-1-9-1 に示す。単

位幅は 1 m として計算する。 

 

図 5-1-9-1 評価部位 A,C,D,E の応力算定モデル 

 

② 評価式 

コンクリート自重（P）及び遮へい体自重（P），静水圧（P）による曲げモーメ

ント（M），せん断力の算定（Q）は，下式にて行う。 

 

（単位長さあたりのコンクリート自重（p）及び遮へい体自重（p），静水圧（p）

の算定式） 

   w ൌ p  p  p 

   p ൌ ρୡ ∙ b ∙ T 

   p ൌ ρୱ ∙ b ∙ T 

   p ൌ ρ୭ ∙ bሺh െ hଵሻ 

w ：各等分布荷重の総和（kN/m） 

p ：コンクリートスラブの自重（kN/m） 

ρୡ ：コンクリートの単位体積重量（kN/mଷ） 

b ：スラブ及び遮へい体の単位幅（m） 

T ：鉄筋コンクリートスラブ厚（m） 

p ：遮へい体の自重（kN/m） 

ρ ：遮へい体の単位体積重量（kN/mଷ） 

T ：遮へい体厚（m） 

p ：津波浸水時の静水圧（kN/m） 

ρ୭ ：海水の単位体積重量（kN/mଷ） 

h ：設計津波高さ（m） 
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hଵ ：トレンチ下スラブ  遮へい体天端高さ（m） 

 

（発生荷重による曲げモーメントの算定式） 

   M＝ max （M൫中央൯, M൫下端൯） 

   M ቀ中央ቁ ൌ w
Lଶ

24
 

   M ൫下端൯ ൌ w
Lଶ

12
 

M ：断面に生じる曲げモーメント（kN・m） 

w ：各等分布荷重の総和（kN/m） 

 

（発生荷重によるせん断力の算定式） 

   Q ൌ w
L
2
 

Q ：断面に生じるせん断力（kN） 

L ：下スラブの長さ（m） 
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(2) 評価部位 B 

① 評価モデル 

評価部位 B は，セル壁を固定端とするラーメン構造として曲げモーメント及びせ

ん断力を算出する。応力算定モデルを図 5-1-9-2 に示す。単位幅は 1 m として計算

する。 

 

 

図 5-1-9-2 評価部位 B の応力算定モデル 

 

② 評価式 

コンクリート自重（P）及び遮へい体自重（P），静水圧（P）による曲 

げモーメント（M），せん断力の算定（Q）は，下式にて行う。 

 

（コンクリート自重（P）及び遮へい体自重（P），静水圧（P）の算定式） 

   P ൌ P  P  P 

   P ൌ ρୡb ൬
h െ T

2
ൈ 2  𝑙൰ T 

   P ൌ ρୱb ൬
h െ ሺT  Tሻ

2
ൈ 2  ሺ𝑙 െ 2Tሻ൰ T 
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   P ൌ ρ୭bሺh െ hଵሻሺh െ ሺT  Tሻሻ 

 

P ：各集中荷重の総和（kN） 

P ：コンクリートスラブの自重（kN） 

ρୡ ：コンクリートの単位体積重量（kN/mଷ） 

b ：スラブ及び遮へい体の単位幅（m） 

T ：鉄筋コンクリートスラブ厚（m） 

P ：遮へい体の自重（kN） 

ρୗ ：遮へい体の単位体積重量（kN/mଷ） 

T ：遮へい体厚（m） 

P ：津波浸水時の静水圧（kN） 

ρ୭ ：海水の単位体積重量（kN/mଷ） 

h ：設計津波高さ（m） 

hଵ ：トレンチ下スラブ  遮へい体天端高さ（m） 

h ：トレンチの張出長さሺmሻ 

ℓ ：トレンチの高さ（m） 

 

（発生荷重による曲げモーメントの算定式） 

   M＝ maxሺMଵ, Mଶሻ 

   Mଵ＝ maxሺM, Mୈሻ 

   Mଶ＝maxሺM, Mେሻ 

   M, Mୈ＝
Ph
2

 ൬
1  3k
1  6k

൰ 

   M, Mେ＝ െ
Ph
2

 ൬
3k

1  6k
൰ 

   k ൌ
h

ℓ
 

M ：断面に生じる曲げモーメント（kN・m） 

M ：A 点における曲げモーメント（kN・m） 

M ：B 点における曲げモーメント（kN・m） 

Mେ ：C 点における曲げモーメント（kN・m） 

Mୈ ：D 点における曲げモーメント（kN・m） 

k ：ラーメン構造の剛比൫－൯ 

 

（発生荷重によるせん断力の算定式） 

   Q ൌ
P
2
 

Q ：断面に生じるせん断力（kN）  
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(3) 評価部位 F 

① 評価モデル 

評価部位 F は，セル壁を固定端とする片持ち梁として曲げモーメント及びせん断

力を算出する。応力算定モデルを図 5-1-9-3 に示す。単位幅は 1 m として計算する。 

 

 

図 5-1-9-3 評価部位 F の応力算定モデル 

 

② 評価式 

③ 遮へい体自重（P）及び静水圧（P）による曲げモーメント（M），せん断力の

算定（Q）は，下式にて行う。遮へい体自重（P）については，TVF-700K-009「配

管トレンチ用鉄遮へい体 G11IS10 強度計算書」より既知の値Pଵ(110ሺkNሻ)を用い

る。 

 

（遮へい体自重（P）及び静水圧（P）の算定式） 

   P ൌ P  P 

   P ൌ
Pଵ

L2
 b 

   P ൌ
ρ୭bሺh െ hଵሻL1

2
 

P ：各集中荷重の総和（kN/m） 

b ：スラブ及び遮へい体の単位幅（m） 

P ：遮へい体の自重（kN） 

Pଵ ：断面に作用する遮へい体の全体自重（kN） 

P ：津波浸水時の静水圧（kN） 
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ρ୭ ：海水の単位体積重量（kN/mଷ） 

h ：設計津波高さ（m） 

hଵ ：トレンチ下スラブ天端高さ（m） 

L1 ：HAW 外壁内面からセル壁までの長さ（m） 

L2 ：下あご部の正面長さ（m） 

 

（発生荷重による曲げモーメントの算定式） 

   M＝PL 

    M ：断面に生じる曲げモーメント（kN・m） 

    L ：断面に生じる曲げモーメント（kN・m） 

 

（発生荷重によるせん断力の算定式） 

   Q ൌ P 

Q ：断面に生じるせん断力（kN） 
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5.1.10 評価条件 

建家構造物自重+静水圧の評価条件を表 5-1-10-1 に示す。 

 

表 5-1-10-1 建家構造物自重+静水圧の評価条件(1/2) 

記号 定義 数値 単位 

トレンチ評価の諸元 

ρ୭ 海水の単位体積重量 10.10 kN/mଷ 

ρୗ 遮へい体の単位体積重量 78.50 kN/mଷ 

ρୡ コンクリートの単位体積重量 24.00 kN/mଷ 

h 廃止措置計画設計津波高さ(TP+13.6m) 7.60 m 

評価部位 A 

T 鉄筋コンクリートスラブ厚  m 

T 遮へい体厚 0.45 m 

L 下スラブの長さ 1.60 m 

hଵ トレンチ下スラブ（+遮へい体）天端高さ 3.13 m 

p コンクリートスラブの自重（単位長さ当たり） 13.20 kN/m 

p 遮へい体の自重（単位長さ当たり） 166.03 kN/m 

p 津波浸水時の静水圧（単位長さ当たり） 45.15 kN/m 

評価部位 B 

T 鉄筋コンクリートスラブ厚  m 

T 遮へい体厚 0.25 m 

hଵ トレンチ下スラブ（+遮へい体）天端高さ 3.18 m 

P コンクリートスラブの自重 25.92 kN 

P 遮へい体の自重 54.95 kN 

P 津波浸水時の静水圧 51.34 kN 

h トレンチの張出長さ 1.70 m 

𝑙 トレンチの高さ 2.50 m 

評価部位 C 

T 鉄筋コンクリート壁厚  m 

T 遮へい体厚 0.45 m 

L 壁スラブの長さ 2.40 m 

hଵ トレンチ下スラブ+遮へい体天端高さ 3.13 m 

p コンクリートスラブの自重（単位長さ当たり） 0.00 kN/m 

p 遮へい体の自重（単位長さ当たり） 0.00 kN/m 

p 津波浸水時の静水圧（単位長さ当たり） 45.15 kN/m 
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表 5-1-10-1 建家構造物自重+静水圧の評価条件(2/2) 

記号 定義 数値 単位 

評価部位 D 

T 鉄筋コンクリートスラブ厚  m 

L 下スラブの長さ 1.40 m 

hଵ トレンチ下スラブ（+遮へい体）天端高さ -1.14 m 

p コンクリートスラブの自重（単位長さ当たり） 12.00 kN/m 

p 津波浸水時の静水圧（単位長さ当たり） 88.27 kN/m 

評価部位 E 

T 鉄筋コンクリートスラブ壁厚  m 

L 壁スラブの長さ 0.77 m 

hଵ トレンチ下スラブ（+遮へい体）天端高さ -1.14 m 

p コンクリートスラブの自重（単位長さ当たり） 0.00 kN/m 

p 津波浸水時の静水圧（単位長さ当たり） 88.27 kN/m 

評価部位 F 

T 鉄筋コンクリートスラブ（下あご）厚 0.25 m 

L 下あごの長さ 0.15 m 

hଵ トレンチ下スラブ天端高さ -1.24 m 

P 遮へい体の自重 36.91 kN 

P 津波浸水時の静水圧 62.50 kN 

L1 HAW 外壁内面からセル壁までの長さ 1.40 m 

L2 下あご部の正面長さ 2.98 m 
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5.1.11 評価結果 

（1）トレンチの強度評価結果 

廃止措置計画用設計津波の浸水による水圧に対するトレンチの健全性評価を表 5-1-

11-1 に示す。 

各評価部位の発生応力は，許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5-1-11-1 トレンチの健全性評価結果 

評価対象部位 
許容限界 

Ma (kN ∙ m) 

曲げ応力 

M (kN ∙ m) 
M /Ma 

評価部位 A 

鉄筋コンクリート造 

239.87 47.87 0.20 

評価部位 B 85.08 67.25 0.79 

評価部位 C 177.55 21.67 0.12 

評価部位 D 214.88 16.38 0.08 

評価部位 E 110.22 42.37 0.38 

評価部位 F 66.58 14.91 0.22 

 

評価対象部位 
許容限界 

Qୗ (kN) 

せん断応力 

Q (kN) 
Q/Qୗ 

評価部位 A 

鉄筋コンクリート造 

432.60 179.50 0.41 

評価部位 B 207.29 66.10 0.32 

評価部位 C 432.60 54.18 0.13 

評価部位 D 387.54 70.19 0.18 

評価部位 E 387.54 105.93 0.27 

評価部位 F 162.23 99.41 0.61 

 

（2）評価のまとめ 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）に接続するトレンチは，各評価部位において許容限界（短

期許容応力）以下であることを確認した。 

これにより，トレンチが廃止措置計画用設計津波により浸水した場合でも，トレンチ

の健全性は確保された設計であることを確認した。 
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5.2 二重配管の確認 

津波襲来時における，トレンチ内部に敷設された二重管の健全性を以下のとおり確認し

た。 

 

5.2.1 二重管の健全性評価の概要 

津波等によりトレンチが損傷し水が流入した際に，内部に敷設された二重管が外圧に

対し機能を維持できることを確認するため，設計浸水深における静水圧を荷重として加

えた際，その荷重が二重管の許容圧力を上回らないことを評価する。 

 

5.2.2 評価方針 

評価に当たっては高放射性廃液貯蔵場（HAW）に接続するトレンチ内に敷設された二重

管が廃止措置計画用設計津波による水圧を考慮した荷重に対して構造強度を有すること

を確認する。 

 

表 5-2-2-1 評価項目 

評価方針 評価項目 評価方法 許容限界 

構造強度を 

有すること 

部材の健全性 

（二重管） 

配管に係る外圧（静水

圧）が許容圧力以下で

あることを確認 

許容圧力 

 

5.2.3 適用基準 

(1)日本産業規格(JIS) 

(2)発電用原子力設備規格「設計・建設規格 2005 年度版(2007 追補版含む)」（JSME S NC1-

2005/2007） 

 

5.2.4 評価方法 

(1)評価対象 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）に接続するトレンチ等は 3 か所あり，それぞれのトレンチ

等の内部に敷設された移送用配管を内包する二重管外管に対して評価を実施する。 

 

(2)荷重 

津波浸水時の静水圧については，高放射性廃液貯蔵場(HAW)における，トレンチ床スラ

ブ高さから，廃止措置計画用設計津波高さまでの高さによる静水圧を考慮する。 
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(3)使用材料 

評価対象とする各配管について，使用材料を表 5-2-4-1 に示す。 

 

表 5-2-4-1 対象配管の使用材料 

トレンチ名 対象配管 材質 

T21 トレンチ G11-VU-1-550-5-2 SUS304L 

連絡管路 VU-80-600-P23 SUS304L 

T15 トレンチ VU-78-80-F3 SUS304L 

 

(4)許容圧力 

想定される津波の浸水深さに対する水頭圧を配管に加わる外圧と考え，健全性評価を実

施する。トレンチ浸水時の水頭圧が二重管外管の板厚から算出した許容圧力を上回って

いないことを確認する。許容圧力の算定式は「JSME S NC1-2005/2007 PPC-3411 直管(2)

外圧を受ける直管」を準用した以下の式を適用する。 

 

tୱ ൌ
3Pୣ D

4B
  より   Pୣ ൌ

4Btୱ

3D
  と変形する 

 

Pe ：許容圧力（MPa） 

tୱ ：製造上の最小厚さ（mm） 

D ：管外径（mm） 

B ：付録材料図 表 Part7 により定まる値 
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5.2.5 評価条件 

評価条件を表 5-2-5-1 に示す。 

表 5-2-5-1 静水圧の評価条件 

記号 定義 数値 単位 

トレンチ評価の諸元 

ρ୭ 海水の単位体積重量 10.10 kN/mଷ 

h 廃止措置計画用設計津波高さ(T.P.) 13.6 m 

T21 トレンチ 

D 二重管外管外径 558.8 mm 

t 二重管外管板厚 9.5 mm 

― 寸法許容誤差※1 12.5 % 

tୱ 二重管外管最小厚さ(t െ ൫t ൈ 寸法許容誤差൯) 8.31 mm 

L 配管長さ 65,861 mm 

B 付録材料図 表 Part7 により定まる値※2 24 ― 

hଵ トレンチ床スラブ高さ(T.P.)  m 

P 津波浸水時の静水圧 116 kN/mଶ 

連絡管路 

D 二重管外管外径 609.6 mm 

t 二重管外管板厚 9.0 mm 

― 寸法許容誤差※1 12.5 % 

tୱ 二重管外管最小厚さ(t െ ൫t ൈ 寸法許容誤差൯) 7.87 mm 

L 配管長さ 20,579 mm 

B 付録材料図 表 Part7 により定まる値※2 18 ― 

hଵ トレンチ床スラブ高さ(T.P.)  m 

P 津波浸水時の静水圧 51 kN/mଶ 

T15 トレンチ 

D 二重管外管外径 89.1 mm 

t 二重管外管板厚 3.0 mm 

― 寸法許容誤差※1 12.5 % 

tୱ 二重管外管最小厚さ(ൌ t െ ൫t ൈ 寸法許容誤差൯) 2.62 mm 

L 配管長さ 24,185 mm 

B 付録材料図 表 Part7 により定まる値※2 62 ― 

hଵ トレンチ床スラブ高さ(T.P.)  m 

P 津波浸水時の静水圧 105 kN/mଶ 

※1：JIS G3468 配管用溶接大径ステンレス鋼鋼管より最大の負の許容差を適用 

※2：JSME S NC1-2005/2007 付録材料図 表 Part7 による読み取り値（L/D0，D0/tsに基づきチャートより Bを

読み取り） 
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5.2.6 評価結果 

廃止措置計画用設計津波の浸水による水圧に対する，評価対象ごとの許容圧力と静水圧

の比較を表 5-2-6-1 に示す。 

 

表 5-2-6-1 二重管の健全性評価結果 

評価対象 
許容圧力Pୣ  

(kN/mଶ) 

静水圧P 

(kN/mଶ) 
P/Pୣ  

T21 トレンチ 470 116 0.25 

連絡管路 310 51 0.17 

T15 トレンチ 2,430 105 0.05 

 

5.2.7 評価のまとめ 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）に接続するトレンチ及び連絡管路の内部に敷設された二重

管は，廃止措置計画用設計津波の浸水による水圧に対し許容圧力以下であることを確認

した。 

これにより，トレンチ及び連絡管路が廃止措置計画用設計津波により浸水した場合に

おいても，トレンチ及び連絡管路の内部に敷設された二重管が健全であることを確認し

た。 

 

5.3 トレンチ等を除く壁貫通配管等の確認 

変更なし 
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高放射性廃液貯蔵場（HAW）の外壁の補強後について 
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2.2 評価方針 

廃止措置計画変更認可申請書（令和 2年 5月 29 日付け令 02 原機（再）020）別添

6-1-3-2「I 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の津波防護に関する施設の設計方針」に基づ

き，建家外壁が止水性を損なわないことを確認する。 

 

2.3 適用基準 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）の強度評価において，適用する基準等を以下に示す。 

東日本大震災における津波による建築物被害を踏まえた津波避難ビル等の構造上の

要件に係る暫定指針（2011 年 11 月 17 日「津波に対し構造耐力上安全な建築物の設計

法等に係る追加的知見について（技術的助言）」（国住指第 2570 号）の別添） 

津波避難ビル等の構造上の要件の解説（国総研資料 第 673 号，平成 24年） 

建築基準法・同施行令 

2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（建築行政情報センター・日本建築防

災協会編集，2015 年） 

鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建築学会，2018 年） 

建築物荷重指針・同解説（日本建築学会，2015 年） 

道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編，V耐震設計編（日本道路協会，2017 年） 
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3. 強度評価方法 

3.1 記号の定義 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）の強度評価の計算に用いる記号を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の強度評価計算に用いる記号（1/2） 

記号 定義 

h 波力算定用津波高さ：G.L.+6.1 m（T.P.+12.1 m） 

α 水深係数 

h′ 浮力算定用津波高さ：G.L.+7.6 m（T.P.+13.6 m） 

αௌோ 最大応答水平加速度 

P 漂流物衝突荷重 

Wଵ 漂流物重量 

Vଵ 流速 

Ma 建家外壁の短期許容曲げモーメント 

𝑎௧ 既存断面の引張鉄筋断面積 

𝑓௧  引張鉄筋の短期許容引張応力度 

j  応力中心間距離（7/8d） 

d  部材の有効せい 

T 鉄筋コンクリート外壁の壁厚 

𝑑௧ 引張縁から引張鉄筋重心までの距離 

Qୗ 建家外壁の短期許容せん断力 

𝑏 壁幅 

𝑓௦ コンクリートの短期許容せん断応力度 

𝑓௪
 

௧ せん断補強筋の短期許容引張応力度 

𝑝௪ せん断補強筋比 

𝛼′ せん断スパン比M/(Q ∙ d)による割増係数 

M 建家外壁に生じる曲げモーメント 

Q 建家外壁に生じるせん断力 

z 水面からの浸水深 
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表 3-1 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の強度評価計算に用いる記号（2/2） 

記号 定義 

𝑙 壁高さ 

hଵ G.L.±0 m から上階スラブ下端までの高さ 

hଶ G.L.±0 m から対象階の床面上端までの高さ 

hଷ hଶから平方根分布荷重の重心位置までの高さ 

Pଵ 平方根分布荷重の合力 

Ms′ 平方根分布荷重による曲げモーメント 

Qs′ 平方根分布荷重によるせん断力 

Qs 三角形分布荷重によるせん断力 

Qe 等分布荷重によるせん断力 

Me′ 余震による曲げモーメント 

wଷ 余震による等分布荷重 

Qe′ 余震によるせん断力 

ρ 鉄筋コンクリートの単位体積重量 

Mp 漂流物衝突荷重による曲げモーメント 

Qp 漂流物衝突荷重によるせん断力 

𝑔 重力加速度 

M 静水圧による曲げモーメント 

Q 静水圧によるせん断力 

M′ 動水圧による曲げモーメント 

Q′ 動水圧によるせん断力 

Mୖ 波力による曲げモーメント 

Qୖ 波力によるせん断力 

W 動水圧による層せん断力 

ρ 海水の単位体積重量 

k୦ 水平震度 

𝑘 荷重増分係数 

h 水深係数（α）×波力算定用津波高さ（h） 

Ms 三角形分布荷重による曲げモーメント 

Me 等分布荷重による曲げモーメント 
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重 

① 津波による波力（Pୖ ） 

津波による波力については，高放射性廃液貯蔵場（HAW）の地表面から波力算

定用津波高さ h※1 までの高さを考慮して算定する。算定にあたっては，静水圧

及び動水圧の影響として水深係数α＝3.0※2を考慮する。 

 

② 津波浸水時の浮力（P୕ ） 

津波浸水時の浮力については，高放射性廃液貯蔵場（HAW）における基礎底面

から浮力算定用津波高さh’※1までの高さを考慮して算定する。 

 

③ 津波浸水時の水圧（P，P′） 

津波浸水時の水圧については，高放射性廃液貯蔵場（HAW）における地表面か

ら浮力算定用津波高さh’※1までの高さによる静水圧（P）及び動水圧（余震時）

（P′）を考慮する。 

 

④ 余震による荷重（P） 

余震による荷重として，別添 6-1-3-2「Ⅱ 余震による地震応答解析」の応答

値（加速度，せん断力，転倒モーメント，最大応答軸力）による慣性力を考慮

する。 

 

⑤ 漂流物衝突荷重（P） 

津波漂流物防護柵をすり抜ける可能性がある漂流物として，防砂林（0.55 t

の流木）※3を想定する。流木は，津波漂流物防護柵への衝突等によりエネルギ

ーを失った後に，高放射性廃液貯蔵場(HAW)の建家外壁等に到達すると考えられ

る。このため，流木等が河川の橋脚に衝突する状況を想定した衝突力を評価す

る「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編，Ⅴ耐震設計編」（以下「道路橋示方書」

という。）の算定式に基づく荷重を考慮する。 

 

⑥ 風荷重 

風荷重については，建築基準法施行令（昭和 25年政令第 338 号）の規定に

基づき組合せを考慮しない。 

 

⑦ 積雪荷重 

積雪荷重については，建築基準法施行令（昭和 25年政令第 338 号）の規定

に基づき特定行政庁が指定する区域に該当しないため考慮しない。 
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（2）荷重の組合せ 

荷重の組合せは,「耐津波設計に係る工認審査ガイド」を参考として,津波到達時

に生じる津波による波力と余震による荷重及び津波による波力と漂流物衝突荷重

の同時作用を考慮する。上記 2ケースに加えて，津波到達後，建家の周囲が浸水す

ることから，浸水時の浮力と余震による荷重及び水圧の同時作用を考慮する。 

表 3-2 に荷重の組合せ，表 3-3 に荷重算定条件を示す。 

 

① ケース 1（浮力+余震+水圧，P୕ + P + P + P′） 

津波到達後，高放射性廃液貯蔵場（HAW）の周囲が浸水した状況において，余

震が発生することを想定する。外力として津波浸水時の浮力と静水圧，動水圧

（余震時）及び余震による慣性力を同時に作用させる。静水圧（P）は，建家

両側から作用するため，保有水平耐力と接地圧の評価時は考慮しない。 

 

② ケース 2（波力+余震，Pୖ + P） 

津波到達時に，余震が発生することを想定する。外力として津波による波力

と余震による慣性力を同時に作用させる。地下水位による浮力を考慮する。 

 

③ ケース 3（波力+漂流物衝突荷重，Pୖ + P） 

津波到達時に，漂流物が衝突することを想定する。外力として津波による波

力と漂流物衝突荷重を同時に作用させる。地下水位による浮力を考慮する。 
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表 3-3 荷重算定条件 

荷重の組合せ 荷重算定条件 

ケース 1 
（浮力+余震+水圧， 
 P୕ + P + P୵ + P୵′） 

〇浮力 

浮力算定用津波高さ：T.P.+13.6 m※1 

海水の単位体積重量：10.1 kN/m3 

○余震（Sd-D） 

水平加速度（𝛼ௌோ）：5.0 m/s2※4 

○水圧 

浮力算定用津波高さ：T.P.+13.6 m※1 

水平震度（k୦）：0.5※4 

ケース 2 
（波力+余震，Pୖ + P） 

○波力 

波力算定用津波高さ：T.P.+12.1 m※1 

海水の単位体積重量：10.1 kN/m3 

○余震（Sd-D） 

水平加速度（𝛼ௌோ）：5.0 m/s2※4 

ケース 3 
（波力+漂流物衝突荷重， 

Pୖ + P） 

○波力 

波力算定用津波高さ：T.P.+12.1 m※1 

海水の単位体積重量：10.1 kN/m3 

○漂流物 

代表漂流物：0.55 t の流木※3 

算定式：道路橋示方書 

 P = 0.1 × Wଵ × Vଵ = 2.8 kN 

Wଵ：流送物の重量 
（漂流物重量）5.4 kN 

Vଵ：表面流速 5.2 m/s※1 

※1 廃止措置計画変更認可申請書（令和 2年 5月 29 日付け令 02 原機（再）020）別添

6-1-3-1「Ⅲ 入力津波の設定」 

浮力算定用津波高さ：入力津波の最高水位 

波力算定用津波高さ：進行波による津波高さ 

※2 津波避難ビル等の構造上の要件の解説（国総研資料第 673 号，平成 24年） 

※3 船舶や車両等の大型の漂流物に対しては，津波漂流物防護柵の設置等の対策により捕捉

し，建家外壁への到達を防止する。流木や瓦礫等の比較的小型の漂流物は，建家外壁に

到達することを考慮する。廃止措置計画変更認可申請書（令和 2年 5月 29 日付け令 02 

原機（再）020）別添 6-1-3-1「Ⅴ 漂流可能性のある漂流物の選定 3.2 津波防護施設に

おいて考慮すべき代表漂流物」 

※4 廃止措置計画変更認可申請書（令和 2年 5月 29 日付け令 02 原機（再）020）別添

6-1-3-2「Ⅱ 余震による地震応答解析」  

<529>



 

6-1-3-2-3-10 

3.3 許容限界 

使用材料 

建家外壁の許容限界は，要求機能が止水性の確保であること及び津波後の再使用

性を考慮して短期許容応力とする。 

使用材料を表 3-4，表 3-5 に示す。強度評価に用いる使用材料は既往の設計及び

工事の方法の認可「再処理施設に関する設計及び工事の方法（その 25）」に基づき

設定する。 

 

表 3-4 使用材料（既設） 

使用材料 短期許容応力度 

コンクリート 

設計基準強度：Fc20.6 N/mmଶ（Fc210 kgf/cmଶ） 

せん断 

1.03 N/mmଶ 

鉄筋 

SD30（F = 3000 kgf/cmଶ） 

引張 

295 N/mmଶ 

 

表 3-5 使用材料（新設） 

使用材料 短期許容応力度 

コンクリート 

設計基準強度：Fc24.0 N/mmଶ 

せん断 

1.09 N/mmଶ 

鉄筋 

SD295A 

引張 

295 N/mmଶ 
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建家外壁の短期許容応力 

建家外壁の許容限界は「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」に基づき算定

する。 

短期許容曲げモーメント（Ma）及び短期許容せん断力（Qୗ）の算定式を以下に

示す。 

Ma = 𝑎௧  𝑓௧ j 

Mୟ ：短期許容曲げモーメント 

𝑎௧ ：既存断面の引張鉄筋断面積 

𝑓௧ ：引張鉄筋の短期許容引張応力度 

j ：応力中心間距離（7/8d） 

d ：部材の有効せい 

d = T − 𝑑௧ 

T ：鉄筋コンクリート外壁の壁厚 

𝑑௧ ：引張縁から引張鉄筋重心までの距離 

 

Qୗ = 𝑏𝑗 ൜
2

3
𝛼ᇱ𝑓௦ + 0.5 𝑓௪

 
௧(𝑝௪ − 0.002)ൠ 

ただし，𝛼ᇱ =  ቆ
ସ

ಾ

ೂ
ାଵ

ቇ  かつ ൫1 ≦ 𝛼′ ≦ 2 ൯ 

Qୗ ：短期許容せん断力 

𝑏 ：壁幅 

𝑓௦ ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

𝑓௪
 

௧ ：せん断補強筋の短期許容引張応力度 

𝑝௪ ：せん断補強筋比 

𝛼ᇱ ：せん断スパン比M/(Q ∙ d)による割増係数 

M ：建家外壁に生じる曲げモーメント 

Q ：建家外壁に生じるせん断力 
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3.4 評価方法 

建家外壁の健全性評価 

建家外壁は上下階のスラブで拘束されているため，両端固定の一方向版として検

討することとし，単位幅による評価を基本とする。 

各荷重の組合せに対して，対象とする建家外壁に生じる応力を算定し，短期許容

曲げモーメント（Ma）と，短期許容せん断力（Qୗ）との比較を行う。 

 

① ケース1（浮力+余震+水圧） 

a. 余震の慣性力による応力 

余震の慣性力による応力は下式により算定する。 

 

余震による曲げモーメントMe′ 

Me′（中央） =
 𝑤ଷ ∙ 𝑙 ଶ

24
 

Me′（下端） =
 𝑤ଷ ∙ 𝑙 ଶ

12
 

余震によるせん断力 Qe’ 

Qe′ =  
𝑤ଷ ∙ 𝑙 

2
 

wଷ  ：余震による荷重 

wଷ  =  
ρ ∙ T ∙ αௌோ

𝑔
 

ρ     ：鉄筋コンクリートの単位体積重量 

T     ：鉄筋コンクリート外壁の壁厚 

αௌோ ：最大応答加速度 

𝑙      ：壁高さ 

𝑔     ：重力加速度 
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b. 津波浸水時の静水圧による応力 

津波浸水時の静水圧による応力算定の考え方を図3-8に示す。台形分布

荷重を三角形分布荷重と等分布荷重の応力の足し合わせにより求める。算

定式を以下に示す。 

 

静水圧による曲げモーメントM 

M = Ms + Me 

Ms  ：三角形分布荷重による曲げモーメント 

Me  ：等分布荷重による曲げモーメント 

 

三角形分布荷重による曲げモーメント算定式 

Ms （中央） =  0.043𝑙 ቊρ

𝑙ଶ

2
ቋ 

Ms （下端） =  
𝑙

10
ቊρ୭

𝑙ଶ

2
ቋ 

 

等分布荷重による曲げモーメント算定式 

Me （中央） =  ρ୭(h′ − hଵ)
𝑙ଶ

24
 

Me （下端） =  ρ୭(h′ − hଵ)
𝑙ଶ

12
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c. 津波浸水時の動水圧による応力 

津波浸水時の動水圧による応力算定の考え方を図3-9に示す。算定式を

以下に示す。 

 

動水圧による曲げモーメントM′ 

M′ = Ms′ + Me 

Msᇱ ：平方根分布荷重による曲げモーメント 

Meᇱ ：等分布荷重による曲げモーメント 

 

平方根分布荷重による曲げモーメント算定式 

Ms′（中央） = 2・Pଵ・hଷ
 ଶ・（𝑙 − hଷ）

ଶ
/𝑙ଷ 

Ms′（下端） = Pଵ・hଷ・（𝑙 − hଷ）
ଶ

/𝑙ଶ 

Ms′（中央）：中央の平方根分布荷重による曲げモーメント 

Ms′（下端）：下端の平方根分布荷重による曲げモーメント 

Pଵ =
7

8
 ρ k୦ ඥh′ × න （√z − ඥh′ − hଵ）dz

୦ᇲି୦మ

hᇲି୦భ

 

Pଵ       ：平方根分布の合力 

𝑙    ：壁高さ 

hଷ      ：hଶから平方根分布荷重の重心位置までの高さ 

（𝑙 = 3.99 m の場合， hଷ = 1.37 m） 

ρ୭ ：海水の単位体積重量 

k୦ ：水平震度 

h′ ：浮力算定用津波高さ 

hଶ ：G.L.±0 m から対象階の床面上端までの高さ 

z ：水面からの浸水深 

hଵ ：G.L.±0 m から上階のスラブ下端までの高さ 

 

等分布荷重による曲げモーメント算定式 

Me（中央） =
7

8
 ρ k୦ ටh′・（h′ − ℎଵ） ×

𝑙ଶ

24
 

Me（下端） =
7

8
 ρ k୦ ටhᇱ・（h′ − ℎଵ） ×

𝑙ଶ

12
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② ケース2（波力+余震） 

余震による応力は「①ケース１（浮力+余震+水圧）a. 余震の慣性力による

応力」と同様に算定する。 

 

a. 波力による応力 

波力による曲げモーメント及びせん断力の算定の考え方を，図3-10に示

す。台形分布荷重を，三角形分布荷重と等分布荷重の応力の足し合わせに

より求める。算定式を以下に示す。 

 

波力による曲げモーメントMୖ 

Mୖ = Ms + Me 

Ms  ：三角形分布荷重による曲げモーメント 

Me  ：等分布荷重による曲げモーメント 

 

三角形分布荷重による曲げモーメント算定式 

Ms （中央） =  0.043𝑙 ቊρ୭

𝑙ଶ

2
ቋ 

Ms （下端） =  
𝑙

10
ቊρ୭

𝑙ଶ

2
ቋ 

 

等分布荷重による曲げモーメント算定式 

Me （中央） =  ρ୭(h − hଵ)
𝑙ଶ

24
 

Me （下端） =  ρ୭(h − hଵ)
𝑙ଶ

12
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④ 開口部周辺の応力評価 

  開口部を有する外壁について，壁補強による開口幅変更を考慮した有効負担

幅により評価を行う。 

各荷重の組合せ荷重による応力は，単位幅の外壁の荷重に荷重増分係数を乗

じて算定する（漂流物衝突荷重を除く）。 

 

a. 有効負担幅 

外壁の両側が開口部に接する外壁については，開口部間の外壁の幅を有

効負担幅とする。 

外壁の片側が開口部に接する外壁については，「 鉄筋コンクリート構造

計算規準・同解説」を踏まえ，開口端から壁厚さの2倍の範囲を有効負担

幅とする。 

 

b. 荷重増分係数 

荷重増分係数の考え方を図3-12及び図3-13に示す。 

荷重増分係数は，単位幅の外壁に対する有効負担幅と開口幅の1/2との和

の比率とする。 
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5.4 評価のまとめ 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）は，ケース 1（浮力＋余震＋水圧），ケース 2（波力

＋余震），ケース 3（波力＋漂流物衝突荷重）の荷重条件に対して，建屋外壁の検定

比は最大 0.88 であり，許容限界（短期許容応力）以下であることを確認した。 
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